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えば 1962 年 8 月、金日成（Kim Il-sung）は北朝鮮西部に位置する黄海（Hwang hae）製



























で、『朝鮮の鉱業』のように 1936 年以降の製鉄、採掘工業の生産量を「防諜上（近藤 1943、















1947 1947 年度人民経済復興発展計画 





































植民地朝鮮と韓国の工業化過程の連続性が論じられた背景には、1980 年代に NIES とし
て世界の耳目を集めるようになった韓国の高度成長の根源を探索するという動機が存在し



































































































































































































































































































































析している。続いて 1960 年代においてはソ連との間では 1963 年から 64 年、中国との間


















































































































































































































































































































































































いるのである（平岩 2013、pp.55－56）。  


















































































































































































ことに注目し、非連続性を強調している。具体的には、1948 年に約 59 億 KWH に達して











































第 2 章 分析手法 
 








































また、第一次五ヵ年計画が終了してから二年後の 1962 年 8 月、金日成は黄海製鉄所を訪れ
た際に同製鉄所が「工業の心臓部」であると述べ、かつ朝鮮戦争の激戦地であった江原道の


























































































できる（金日成 1981、第 12 巻、p.401）。また、コリア語も生産能力、稼働率という漢字を
ハングルで書いてそのまま使っている（생산능력）。戦前日本は稼働率を 100％に引き上げ
ることを目標としていた。例えば、昭和製鋼所理事長久保田省三は 1942 年 7 月 12 日付「満
州日日新聞」のインタヴューに対し「設備能力より生産額が減少することが過去にあったが
今後は設備能力を十二分に活用して設備能力と生産額を同等にしたいと思っている」と述














































































れる。即ち、1949 年 8 月 30 日金日成が元山造船所を訪れた際の「（이제 좀 있으면 









































第 3 章 第一次世界大戦期までの日本製鉄部門 
  
第 1 節 近代日本製鉄部門の始まり 
日本では古代から、主に中国地方において土製の炉に木炭と砂鉄を挿入して鉄を生産す
る踏鞴製鉄が行われてきた。砂鉄は全国各所にあり、鉄鉱石よりも大量に埋蔵されていた
（日本高周波鋼業 40 年史編集委員会編 1991、p.3）。だが、幕末に至り欧米列強の軍事的圧
力に対抗するため、大量の鉄鋼需要が生じたのである。そこで日本各地において、量産が可
能な近代的製鉄部門の育成が図られたが、初めてそれに成功したのが南部藩（現：盛岡県）









導入に加え、技術支援も受けながら、1880 年 9 月に操業まで漕ぎ着けた。日本初の近代製
鉄所と呼ばれる官営釜石製鉄所（現：新日鉄住金釜石製鉄所）が操業開始したのであった。 
だが、釜石製鉄所は三年後の 1883 年に操業不振により廃業することとなった。原料であ










溶鉱炉を追加、試行錯誤の末、1886 年に銑鉄生産を開始したのである。1887 年 7 月には名
称を釜石鉱山田中製鉄所とした。釜石製鉄所は日本で初めて銑鉄の安定生産を実現したの
である。この釜石製鉄所再建事業は「我国に於て経営最も困難とせられたる民間製鉄業中成
功第一位に居るもの」と報道されたほどであった（「時事新報」、1916 年 5 月 3 日・「報知新





するようになったことがあげられる。1894 年度の全国銑鉄生産量は 2 万 4 千トンであった
34 
 
が、釜石産銑鉄の生産量は 1 万 3 千トンであり、史上初めて踏鞴製鉄法で生産された銑鉄
量を上回ったのである。1893 年度の釜石産銑鉄生産量は 8,000 トンであったので、生産量


























計画で鋼材 18 万トン、1911 年開始の第二期計画で銑鉄 35 万トン、鋼材 30 万トン、1916







る」企業も存在した（「大阪朝日新聞」、1913 年 8 月 31 日）。同製鋼所は 1904 年に設立さ
れた広島鉱山合資会社が前身である。広島県だけでなく、鳥取県から島根県に至る地域の鉄
鉱石を基に鳥取県米子で木炭銑鉄、特殊鋼材を生産しており、八幡製鉄所、海軍工廠、砲兵





続したのである（「大阪朝日新聞」、1913 年 8 月 31 日・1919 年 5 月 10 日・「中外商業新




いた。また、アメリカからは屑鉄も輸入していた。（「台湾日日新報」、1917 年 12 月 2 日・













鉄所に 25 万トン、北海道の輪西製鉄所には 5 万トン供給されていた。これは、同年におけ
る漢冶萍煤鉄公司の自国中国向け供給量 30万トンに匹敵する量であった（「大阪朝日新聞」、









八幡製鉄所、釜石製鉄所、そしてこの住友鋳鋼場であった（山岡 2008 年 9 月 1 日）。第一





れた。同社は住友財閥の主要企業であった（「大阪毎日新聞」、1931 年 1 月 1 日・大阪市













（「大阪毎日新聞」、1944 年 2 月 22 日）。 
他に、同時期に創業された民間企業としては 1907 年に川崎造船所が兵庫分工場（川崎製




万トン、鋼材 25 万 5 千トンのうち、民間企業の占める割合はそれぞれ 25％、14％に過ぎ
なかった。民間企業は官営の八幡製鉄所が生産していない分野に入り込むという状態だっ
たのである（銑鉄需給史編纂委員会・鋼材倶楽部編 1987、pp.7－8）。 









新聞」、1914 年 1 月 9 日、10 日）。 
ここでドイツにおける銑鉄生産量を見ていくならば、1886 年において 75 万トンであり、
イギリスの三分の一に過ぎなかった。だが、十数年後の 1900 年には 664 万トン生産しイギ
リスを超過、大戦勃発前の 1912 年においては 1,730 万トンと、イギリスの二倍半強に至っ





の発展に寄与したのである（「大阪毎日新聞」、1916 年 2 月 2 日）。 
そして日本は、日清・日露戦争を経て兵器を可能な限り国産で賄うという方針を取ってい




の歴史」）。だが、「台湾日日新聞」が報じた「鉄の輸入額」を参照するならば、1 万 6,000 ト
ン（1877 年）、3 万 2,000 トン（1887 年）、13 万トン（1897 年）と推移した。特に、日露
戦争前後において、艦艇建造のため輸入量は急増、32 万 7,000 トン（1907 年）に至ったの






するよう呼びかけたが、両財閥は動かなかったのである（山岡 2008 年 9 月 1 日）。 
 
第 2 節 第一次世界大戦勃発による日本製鉄部門の高度成長 
大正時代に入り 1914 年の第一次世界大戦勃発は日本の製鉄部門に対して追い風となり、
鉄鋼需要の高まりをもたらした。ドイツ、イギリス等製鉄部門主要国は、生産品を当然なが
ら自国向けに回した。特に、ドイツは戦争勃発後原料不足に直面、1913 年から 1914 年に
かけては銑鉄生産量が 500 万トン減少した。だが、占領地からの原料獲得に全力を傾注し
生産量を維持、さらには増加を目指した（「中外商業新報」、1916 年 5 月 22 日）。日本は、
敵対国ドイツからは当然のこと、イギリスやその植民地であるインドからも銑鉄含め鉄鋼
製品が輸入できなくなっており、アメリカからの輸入に頼るようになった。だが、アメリカ
も 1917 年 4 月に参戦、そして同年 8 月 15 日に鉄鋼製品の輸出禁止措置を実施したのであ
る（「神戸新聞」、1918 年 1 月 22 日）。日本における鉄鋼製品価格は一層上昇することとな
った。政府は 1917 年に、製鉄奨励法を公布した。同法では民間企業の製鉄部門参入を容易
にするため、営業税、所得税、設備輸入税の免除等優遇措置が定められていた（「中外商業
新報」、1917 年 10 月 24 日・「時事新報」、1919 年 2 月 28 日）。1918 年夏において銑鉄価




鉱汽船の輪西製鉄所を 1917 年 2 月に北海道炭鉱汽船と共同経営することになった。北海道
炭鉱汽船は 1889 年に設立され、炭鉱、鉄道、船舶の三部門を持つ北海道の有力企業であっ
た。1906 年の鉄道国有化により鉄道部門を手放したが、室蘭において 1907 年に日本製鋼
所、1909 年に輪西製鉄所が相次いで操業開始、新たに製鉄部門にも参入していたのである。
三井は 1917 年に輪西製鉄所の経営に参画したのに続き、1919 年 7 月には日本製鋼所も合
併、北海道における銑鉄、鋼鉄生産施設をそれぞれ傘下に収めることになったのである。
（「時事新報」、1918 年 8 月 19 日・「大阪朝日新聞」、1919 年 7 月 19 日）。八幡・釜石・輪






                            （単位：トン） 
 八幡 釜石 輪西 
1889 ― 2,569 ― 
1894 ― 4,784 ― 
1901 30,047 15,870 ― 
1904 32,503 26,616 ― 
1909 116,059 40,971 ― 
1914 221,676 46,612 25,063 




















加えて鋼材輸入量の減少により窮地に陥った造船工業を救済するため、政府は 1918 年 4
月に「日米船鉄交換契約」を結んでいる。日本の鋼材不足、そしてアメリカの船舶不足によ
る大西洋航路輸送難を受け、日米間で船舶・鋼材のバーター貿易を行うという取り決めであ




















いたのである（「大阪朝日新聞」、1932 年 3 月 19 日）。そして日露戦争後、日本の中国東北
部への勢力拡張が近代的製鉄部門の嚆矢となった。同地域は石炭の産出量、品質において内
地とは比べられないほど優れていた（「大阪朝日新聞」、1925 年 12 月 27 日）。 
満州における日本製鉄部門進出の先鞭をつけたのは大倉財閥である。創業者の大倉喜八
郎は 1873 年、日本人による初の貿易商社大倉組商会を設立、以降 1880 年代には土木事業
に進出、日清戦争の際に軍需品輸入で頭角を現して行った。大倉は 1905 年、遼陽関東総督
府から許可を得て奉天省における炭鉱開発を開始した。そして、1907 年に廟児溝鉱山が発








コークス用炭としても最適であった。石灰石も十分に供給されていた。1911 年には 400 万
元に増資すると同時に本渓湖煤鉄有限公司と改称、1914 年にはさらに増資し資本金を 700
万元に引き上げた。 
 本渓湖製鉄所が操業を開始したのは 1915 年のことであり「満州における洋式製鉄事業の
嚆矢」として期待された。日産 150 トンの第一溶鉱炉一基が同年 1 月から稼動開始したの
である。1915 年 11 月時点で、第一溶鉱炉の銑鉄平均日産量は 120 トンであり、平均稼働
率は 80％であった。1918 年までには同じく日産 150 トンの第二溶鉱炉が操業開始した。
銑鉄価格が暴落する直前の銑鉄年産量は 1918 年 1 月 8 日付「時事新報」によれば 5 万トン
であり、近年中に 10 万トンに倍増させることが予定されていた。また、清朝滅亡後に満州
の覇権を握った張作霖（Zhang Zuo-lin）の奉天軍閥が合弁相手となった。大倉喜八郎も張
に面会していた（「満州日日新聞」、1915 年 11 月 18 日及び 1915 年 11 月 27 日、「中外商
業新報」・1917 年 4 月 30 日、「時事新報」、1918 年 1 月 8 日、「神戸新聞」、 1918 年 1 月
22 日、「福岡日日新聞」、1918 年 6 月 12 日・「大阪毎日新聞」、1919 年 3 月 30 日・「台湾
日日新報」、1920 年 5 月 9 日・「大阪新報」、 1921 年 1 月 31 日・「中外商業新報」、 1928
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年 4 月 1 日・「時事新報」、1936 年 8 月 26 日）。なお、兼二浦製鉄所操業開始以前における




1870 年 政府、工部省を設置。 
1880 年 岩手県にて官営釜石製鉄所、操業開始。 
1883 年 官営釜石製鉄所、操業停止。 
1886 年  田中商店の下、釜石製鉄所が民営形態で操業再開。 
1891 年 政府、議会に官営製鉄所設立案を提出。 
1894 年 全国の銑鉄生産量のうち釜石製鉄所が生産した銑鉄が、
踏鞴製鉄法により生産された銑鉄を上回る。 
1897 年 福岡県八幡における製鉄所設置が決定。 
1901 年 官営八幡製鉄所操業開始、銑鉄・鋼鉄を生産。 
住友鋳鋼場（後の新日鉄住金）、発足。 
1903 年 釜石製鉄所、鋼鉄生産開始。 
1905 年 神戸製鋼所、発足。 
1907 年 日本製鋼所、操業開始。 
1909 年 輪西製鉄所、操業開始。 
1910 年 日清合弁本渓湖煤鉱有限公司、設立される。 
1913 年 満鉄、鞍山製鉄所の設置を提言。 
1915 年 本渓湖製鉄所、操業開始。 
1917 年 鞍山製鉄所着工（1919 年に操業開始） 











1918 年 4 月 28 日付「大阪朝日新聞」 は「鉄に甚だしく飢えた日本に毎年百万噸を喰わし
て鉄に食傷せしめんとする計いの鞍山製鉄所は十年後に完成するのだと聞いて、その呑気
さ加減が斧を研いで針を作る以上なるに驚かざるを得ない」と報じ、早期の銑鉄年産 100 万
トン体制確立を促す論陣を張ったのである (「大阪朝日新聞」、1918 年 4 月 28 日)。 
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日新聞」、1918 年 9 月 8 日・1919 年 3 月 20 日・1919 年 3 月 29 日・「満州日日新聞」、1923
年 10 月 14 日）。鞍山製鉄所敷地として選定された立山は、それまで戸数七、八十の農村に
過ぎなかったが、中国の遼陽、営口、奉天、安東、大連、青島、さらには朝鮮、内地からも
人口が流入した。1918 年半ばにおいて中国人、朝鮮人、日本人合計数万人が集住する工業
都市へと変貌したのである(「大阪朝日新聞」朝鮮版、1918 年 6 月 25 日)。 
 
 第 4 節 近代朝鮮製鉄部門の始まり 

































興しては如何との熱心な慫慂を受けた」のである（三菱社誌刊行会編 1981、第 36 巻、p.868）。
寺内は 1913 年に戴寧の南部鉱山の鉱区出願において三菱以外に西崎鶴太郎、麻生音波の三
者が競合した際にも、三菱の請願を受け、同社だけに鉱山を所有させている（三菱社誌刊行
会編 1980、第 20 巻、pp.1724－1725）。他の競合者二名はそれぞれ採掘業を営む実業家で
あった。西崎は載寧の左里・三支江に鉱山を所有していた。1913 年における鉄鉱石年産量
は 6 万 7,769 トン、八幡製鉄所に供給していた。また、麻生はソウルに麻生鉱業合資会社を
設立、所有の安獄鉱山は 1911 年において鉄鉱石 4 万 2,500 トンを産出、同鉱山も八幡製鉄
所に供給を行っていた（「大阪毎日新聞」、1912 年 6 月 23 日・「京城日報」、1915 年 4 月 21
日）。また、後の 1919 年には「北鮮の三大鉄道」とも称され、咸鏡北道の石炭輸送を担っ
た北鮮鉄道の重役にもなっている（「福岡日日新聞」、1919 年 10 月 1 日）。寺内は、このよ
うに一定の力を持った実業家らの出願を退け、三菱に戴寧鉱山を所有させたのである。 
他にも、総督府は鉱業に関連する産業に対し補助金を支給していたが、兼二浦製鉄所は後
の 1931 年までその唯一の対象であった。1932 年より、ようやく金採掘業が支給対象とし




























うになったのは 1910 年のことである（三菱鉱業セメント株式会社編 1976、p.233）。工業
用水は 13km 離れた黄州から引くこととなった（日本製鉄株式会社清算事務所編 1953、
p.241）。兼二浦港の水深は深く、排水量 5,000 トン級船舶も入港可能であることが利点であ
った。1913 年に計画立案等建設準備が開始された。投下された資本は 3,000 万円であった
（「東京朝日新聞」、1922 年 8 月 17 日）。銑鉄生産工程に備え付けられたコークス炉はウイ
ルプット式という当時の東アジアにおいては最新鋭の設備であった（「福岡日日新聞」、1917
年 10 月 31 日）。三菱の強みは豊富な資金力であった。また、八幡製鉄所からは技師が派遣





に必要な材料の輸入税免除措置が取られた（三菱社誌刊行会編 1980、第 22 巻、p.2639）。




製紙、1918 年に商事、鉱業、銀行、1920 年に内燃機製造、1921 年に電機と社名を冠した
分社を設立していったのである。 





整えたのである（「時事新報」、1919 年 1 月 4 日・近藤 1943、p.81）。 
だが、兼二浦製鉄所のみで三菱造船の需要を満たすことはできなかった。例えば、前述し




（「福岡日日新聞」、1918 年 4 月 19 日）。 
さらに銑鉄は造船用鋼材の原料として使われるだけでなく、他企業にも販売された。三菱
は 1917 年 7 月から他企業向け販売企画を推進、同年 8 月に、1918 年 4 月から 12 月の期
間において村上商店、朝田商会に対しそれぞれ計 6,000 トン、1,000 トンの銑鉄を供給する
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契約を結んでいる。さらに、翌 1918 年 3 月には、日東製鋼に対し同年 8 月から 11 月にか
けて計 2,000 トン、また三井物産に対しては同年 8 月から 12 月まで 1 トン当たり 350 円
で供給する契約を締結したのである（三菱社誌刊行会編 1980、第 24 巻、pp.3863－3864、
3891－3892・同、1980、第 25 巻、p.4403）。 
 生産能力について見ていくならば、年間 10 万トンの銑鉄生産が見込まれていた（「福岡
日日新聞」、1918 年 6 月 12 日）。溶鉱炉は日産 150 トン溶鉱炉が二基存在した（「中外商業
新報」、1919 年 7 月 8 日）。年産に換算すると一基 5 万 4,750 トン、二基合計 10 万 9,500
トンとなる。年産 10 万トンを達成するためには、両炉平均 91.3％以上の稼働率が必要であ
ったということになる。 
なお兼二浦製鉄所操業以前の朝鮮における製鉄部門は微々たるものであり、1916 年にお
いて江原道の江陵郡・三陟郡においてそれぞれ 2 トン、1 トン、合計 3 トンという記録が確
認できるのみである。だが、製鉄所操業開始後の 1917 年からは一変する。同年における銑
鉄生産量は 7 万トン強、翌 1918、そして 1919 年にはそれぞれ 8 万トン強を生産し、10 万
トンに近づいて行った。また、鋼材生産量は 1918 年に 6 万トン強、1919 年に 9 万トン強
と推移したのである（「京城日報」、1923 年 5 月 13 日）。兼二浦製鉄所の銑鉄は国産・外国
産と比べても「非常に割安」であり、競争力を持っていた（「中外商業新報」、1918 年 10 月
16 日）。また、農商務省の照会に対する 1917 年 10 月 6 日付三菱の回答において、銑鉄は
「当分の間、購入せず」と述べられたが、これは鋼材の原料は基本的に全て自社製鉄所で賄
うという方針の表れと考えられる（三菱社誌刊行会編 1980、第 24 巻、p.3963）。ここで兼























は、平安南道大同郡の大宝炭鉱（年産 5 万トン）、福岡県の鯰田炭鉱（年産 6 万トン）、中国
北部の開平炭鉱（年産 10 万トン）、そして満州の撫順炭鉱（内地炭と合わせて年産 10 万ト











る。三菱が総督府から平壌西方 20km に位置する大宝炭鉱を譲り受けたのは 1913 年のこと




するという計画を持っていたのである（「京都日出新聞」、1917 年 12 月 13 日）。 
このように朝鮮では無煙炭が有望視されていたが、勿論有煙炭も埋蔵されていた。無煙炭
と合わせて後の 1928 年 4 月時点において有煙炭 7 億トン、無煙炭 10 億トン、合計 17 億
トンの石炭埋蔵が見積もられていた（「京城日報」、1928 年 4 月 28 日）。主要埋蔵地は平安
南道安州、咸鏡北道咸興であった。しかしながら、これら朝鮮産有煙炭の発熱量は少なく、
兼二浦製鉄所が使用した撫順炭には劣った。例えば、撫順炭鉱の石炭の蒸気発生量、即ち熱
量を 100 とした場合、咸興炭は 72、安州炭は 69 であり、7 割程度であった（「大阪毎日新




1901 年に清国が採掘を始めていた。しかし、間もなくロシアが炭鉱を奪取、1904 年 4 月に
は蘇家屯から撫順まで鉄道も敷設、軍事力で清国を牽制しながら鉄道で石炭を運搬した。だ
が、日露戦争により 1905 年 3 月に炭鉱は日本の手に落ちた。野戦鉄道経理部が炭鉱を所







であった（満鉄会編 2007、pp.52－57）。1917 年において埋蔵量は 8 億トンと見積もられ
ており、1915 年の年産量は 200 万トン強であった（「中外商業新報」、1917 年 10 月 14 日）。
1907 年から 1917 年までに撫順の日本人人口は 300 人超であったが、1917 年においては
8,500 人を数えたのである（「満州日日新聞」、1917 年 11 月 2 日）。 
撫順炭は鉄道用として早くも第一次世界大戦以前に朝鮮において流通していた。例えば、
朝鮮の京釜線では九州産石炭が使用されていたが、明治末期には撫順産石炭が取って代わ
るようになった（「時事新報」、1912 年 8 月 14 日）。朝鮮の石炭総需要量における撫順炭の
割合に関し、1923 年 3 月 11 日付「京城日報」によれば総需要量が 82 万 4,745 トン、うち
撫順炭は 41 万 6 千トンと 50％を超えていた。その他には九州産炭 18 万 1 千トン、次いで












スは、翌 1900 年の義和団事件に際し、100 万ポンドを投資して鉱山会社を設立、翌年には
開平鉱務局を買収した。袁世凱は 1906 年、開平炭鉱の近くに灤州礦務公司を設立し競争を
試みた。ところが、灤州礦務公司も資金不足に悩まされ、鉄道利権を保有している開平炭鉱
により 1912 年に買収されてしまったのである（村串 1981、p.9）。一方、日本にとって開平
産石炭は製鉄用として貴重な原料であり、日中戦争中においても供給を受けていた（「大阪





道金浦郡大串面等であった。三菱は 1911 年から鉄鉱石鉱山の買収を開始、翌 1912 年より
試験採掘を開始していた。1913 年には黄州郡において大規模鉱床の存在も明らかになり、
買収地域を広げていったのである（三菱社史刊行会編 1980、第 18 巻、p.1328・同 1980、







朝鮮における鉄鉱石生産額は兼二浦製鉄所操業開始により増加、1917 年に 20 万トンで











に八幡製鉄所の鉱区として鉄鉱石供給を行っていた（「中外商業新報」、1915年 7 月 26 日）。
農商務省が大韓帝国農商工部直轄であった載寧、殷栗の二鉱山を譲り受けたのは 1909 年の
ことであった。八幡製鉄所は鎮南浦に出張所を置き、1911 年までにそれら鉱山から合計 13
万 8,850 トン、1912 年一年間においても 9 万 1,150 トンの鉄鉱石供給を受けたのである。
1912 年に載寧、殷栗の二鉱山から供給された鉄鉱石総量は、八幡製鉄所に供給された鉄鉱
石総量の約 30％を占めた（朝鮮総督府編 1991、明治 45・大正元年版、p.339）。1915 年に
おいても朝鮮の鉄鉱石鉱山の中で最も産出量が多かったのはこれら二鉱山であり、双方合
計で年間 15 万トンに上った（「福岡日日新聞」、1918 年 3 月 8 日）。特に、載寧は 1905 年
から採掘が行われていたが、1945 年に植民地支配が終了するまで数百万トンの鉄鉱石が採
掘されたのである（科学百科事典出版社・平和問題研究所編 2003、第 9 巻、p.270）。なお、























は中国南部向け供給が 14 万 2 千トン、一方朝鮮向け供給が 34 万 4 千トンとなり、朝鮮向
けが中国南部向けの約 2.5 倍に達するという状況になった。さらに、朝鮮向け石炭は翌 1918
年には 49 万 5 千トンへと増加したのである（「大阪毎日新聞」、1919 年 3 月 20 日）。 
そして、兼二浦に通じる兼二浦線は支線であり、平壌・南浦間を繋ぐ平南線と共に 1911
年に全線開通している。兼二浦線は平壌と勝湖里を結ぶ平壌炭坑線の黄州から発し、兼二浦
は終着駅であった（「満州日日新聞」、1917 年 8 月 1 日・「時事新報」、1922 年 10 月 11 日・






たのは平壌、鎮南浦、仁川、釜山の四箇所であり、それぞれ 1911 年から 1912 年、1911 年
から 1913 年、1911 年から 1917 年、1911 年から 1915 年までに亘る計画が立てられ、工
事が推進されたのである（「福岡日日新聞」、1912 年 5 月 24 日）。 
 






















第 4 章 第一次世界大戦後の日本製鉄部門 
  
第 1 節 内地製鉄部門の低迷 
第一次世界大戦は 1918 年 11 月に終結、戦争需要は終わりを告げた。日本では 1919 年 3
月から「財界変局」と呼ばれる程の景況下落が始まったのである（「満州日報」、1935 年 6
月 4 日）。製鉄部門も当然ながら、この影響から逃れることはできなかった。銑鉄 1 トンあ
たりの価格を見ていくならば、1918 年夏には 500 円を超えていたが、約一年後には 120 円
程度に暴落した（「中外商業新報」、1919 年 7 月 8 日・1919 年 7 月 9 日）。「（第一次大戦の）
反動以後は全く火の消えたような惨じめ（ママ）」という状況に陥ったのである（「大阪毎日




1924 年には 8 月 7 日まで 21 ヶ所の製鉄所のうち、12 ヶ所が閉鎖されるという事態に至
った。製鉄部門の官・民合同、即ち製鉄合同推進の声は第一次世界大戦中から産業界におい
て上がっていたが、銑鉄を初めとした鉄鋼製品価格の急落を受けより声高に提唱されるよ




ないと述べたのである（「福岡日日新聞」、1921 年 2 月 19 日）。1925 年、政府の製鉄鋼調
査会は八幡製鉄所を中心とした製鉄部門における企業合同の実現を方針として打ち出した。
（「神戸又新日報」、1924 年 8 月 7 日）。 
 日本製鉄部門の先駆けである釜石製鉄所も大戦後の景気反動で経営状況が悪化していた。
1919 年 11 月末、傘下の釜石鉱山では賃金ならびに生活条件改善を求めた大規模ストライ
キが発生、軍まで出動し数百名が検挙されるという大事件となった（「報知新聞」、1919 年
12 月 7 日）。そして 1924 年、田中鉱山は釜石の製鉄所・鉱山の経営権を三井に譲渡するこ
とになった。三井に譲渡した段階で、溶鉱炉九基のうち七基までが停止、第八、第九溶鉱炉
が二・三ヶ月交代で稼動しているという状況であった。釜石製鉄所は 1,200～1,300 万円の
負債を抱えており運転資金も欠乏、2,000 万円の資本金のうち三井が 1,800 万円を支出する
こととなったのである。三井は釜石鉱山の鉄鉱石を傘下の輪西製鉄所に供給するようにな





対象に軍縮会議を提案、1921 年 11 月から翌 22 年 2 月まで開催された。結果として当時の
主力艦であった戦艦の合計排水量に関し、アメリカ・イギリスが 50 万トン、日本が 30 万









1922 年 9 月 12 日・「大阪朝日新聞」、1924 年 4 月 9 日）。 
低廉なインド産銑鉄に対する懸念の声も高まっていた。元来、日本がインド産銑鉄の輸入
を開始したのは、1910 年代からである。日本郵船がインドのカルカッタに繋がる航路を低
価格で開設したことが契機であった。1916 年における日本の年間銑鉄需要量は約 25 万ト
ンであったが、うち約 5 万トンをインド産が占めていた。インド産銑鉄の引き受け手とな




聞」、1912 年 8 月 14 日・「時事新報」、1917 年 1 月 28 日・「中外商業新報」・1918 年 7 月
8 日、双日歴史館、掲載年月日不明）。 
だが、1919 年にイギリスは輸出禁止措置を解除する。1922 年 7 月には、鈴木商店が再度
1924 年までに 7 万トンの銑鉄供給を受けるという契約を締結、加えて 1922 年 10 月から
1923 年 3 月までの半年間で合計 3 万トンの新規発注を行った。1922 年まで日本の銑鉄輸
入先は中国、欧米であったが、1923 年にはインドがそれらを上回るようになった。第一次
世界大戦の反動で内地における銑鉄価格も大幅に下落していたが、それと比較してもイン
ド産銑鉄は安価であった。1923 年 1 月 14 日付「東京朝日新聞」によれば、例えば釜石製





岡日日新聞」、1919 年 2 月 9 日・「大阪朝日新聞」、1922 年 10 月 17 日・「東京朝日新聞」、
1923 年 1 月 14 日・「中外商業新報」、1925 年 12 月 20 日・「京城日報」、1927 年 8 月 25
日）。当時のインド製鉄部門を支えたのはインド製鉄、ベンガル製鉄、そしてタタ製鉄の三
社であった。ベンガル製鉄は年産銑鉄生産量約数万トン、インド製鉄は銑鉄のみを生産し年
産 30 万トンであった。三社の中で銑鉄生産量が最も多かったのはタタ製鉄であり、年産 54
万トンに至った（「中外商業新報」、1926 年 5 月 16 日・「国民新聞」、1927 年 5 月 11 日）。 
インド産銑鉄輸入量は、1925 年度には 15 万トンを超えた（「中外商業新報」、 1925 年
12 月 20 日）。三菱合資の常務かつ三菱製鉄の取締役会長であった三好重道は 1927 年 8 月
25 日付「京城日報」のインタヴューに対して「現在民間で製錬される銑鉄は年額二十三万
噸であるが更にその倍額四十八万噸の銑鉄が印度から輸入されるというみじめな有様であ
る」と述べている（「京城日報」、1927 年 8 月 25 日）。インド産銑鉄、そして、それを安価











受けると政府に訴えた。この運動は 1932 年 6 月に政府が関税を引き上げたことで、ようや





銑鉄の推移（1918～1933）をまとめるならば図表 7 の通りである。 
 
【図表 7：日本の銑鉄総生産量におけるインド産銑鉄の推移（1918～1933）】 
                           （単位：トン） 
年 日本国内産 輸入量 うちインド産 
1918 671,168 225,100 7,054 
1919 779,974  283,166  28,860 
1920 721,191  348,648  47,921 
1921 649,686   227,092  34,351 
1922 693,866   327,976  100,656 
1923 797,480  346,033  136,929 
1924 820,101   441,944  159,978 
1925 921,023  316,359  153,332 
1926 1,122,803   399,640  227,628 
1927 1,269,396   472,947  261,130 
1928 1,523,370  569,214  310,489 
1929 1,536,135  654,055  411,477 
1930 1,661,833  405,829  214,374 
1931 1,406,869  399,448  150,491 
1932 1,540,882  121,949  117,862 
1933 2,031,368  185,473  172,060 











外商業新報」、1919 年 3 月 10 日）。しかしながら、内地五大製鉄所協議の結果、補助金を






がえる（「大阪朝日新聞」、1923 年 2 月 23 日・「満州日日新聞」、1923 年 4 月 9 日）。だが、
1927 年 8 月には暴動が起きている。炭鉱労働者のデモが、製鉄所労働者も加わってのスト
ライキにまで拡大した。混乱は発電所にまで波及し、暴動にまで発展、発電所の日本人技術
者が殺害された。暴動は本渓湖市一帯にまで拡がり、警察だけでなく軍まで出動しようやく
鎮圧されたのである（「大阪毎日新聞」、1927 年 8 月 25 日）。 
そして、本渓湖製鉄所と並ぶ中国東北の重要製鉄関連施設である鞍山製鉄所は第一次大
戦後の銑鉄価格暴落だけでなく、製鉄所自身の技術上の問題もあって期待通りの成果をあ
げることができなかった。即ち、1919 年 8 月時点において第一溶鉱炉の故障が頻発、加え
て生産された銑鉄も硅素含有量が非常に多く、品質不良と認定されたのである。満鉄は 1919




阪毎日新聞」、1919 年 10 月 9 日）。製鉄所は操業開始から十年間で銑鉄年産 100 万トンに
到達するという長期計画を持っていたが、あえなく頓挫した（「満州日日新聞」、1936 年 9
月 5 日）。鞍山が製鉄所の不振により受けた影響は大きく、1919 年以降の十年間「全く市民
を暗黒裏に彷徨せしめ」という長期停滞を余儀なくされたのである（「満州日報」、1935 年







されてしまった（「満州日日新聞」、1937 年 5 月 7 日）。 
ただし、復調に向けての努力も続けられていた。1920 年から開始されていた貧鉱処理研
究は 1921 年に還元焙焼法の成功として結実した（満鉄会編 2007、p.66）。これはガスを用
いて鞍山鉱山の赤鉄鉱を磁鉄鉱にするという手法であり、銑鉄生産コストの引き上げが可
能となったのである（「満州日日新聞」、1923 年 10 月 16 日）。この技術を応用した選鉱工
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程は 1926 年に稼働開始した。また、1924 年から第二期拡張計画が実施され、その一環と
して 1926 年には日産 250 トンの第三溶鉱炉が操業開始した。第二期計画の目的は日本の年
間銑鉄輸入総量を、鞍山製鉄所で代替生産するということであった（「中外商業新報」、1926






を好転させたのである（小林 2015、pp.56－57）。結果として 1927 年 11 月 8 日付「満州日
報」によれば、鞍山産銑鉄は内地において、1 トン 40 円で取引されるインド産銑鉄の価格
を下回ることが可能となった（「満州日報」、1927 年 11 月 8 日及び 1927 年 11 月 10 日・
「満州日日新聞」、1936 年 9 月 5 日）。鞍山製鉄所は、設立以来毎年数百万円の欠損を出し
続け、「満鉄の癌」とまで酷評されてきたが、ちょうど 1927 年に欠損が 16 万円と減少、翌




再開されることとなる（「満州日日新聞」、1937 年 5 月 7 日）。 
 
 第 3 節 朝鮮製鉄部門の低迷 





石田 2000、p.3）。朝鮮における労働者の一日当たり賃金に関し 1912 年の調査によれば朝
鮮人は男性 1 円 20 銭、女性 64 銭であった。一方、日本人は男性 2 円 27 銭、女性 1 円 23
銭であったので、二倍弱の開きがあった。さらに、1928 年においても朝鮮人は 1 円 61 銭、
















年 10 月 3 日）。 
続いて兼二浦の主要生産品である造船用材料の供給状況を見ていくこととする（「時事新
報」、1919 年 1 月 4 日）。造船用材料は他にも日本製鋼、九州製鋼、鋼管会社、小倉等が生
産していたが（「朝日新聞」、1922 年 10 月 13 日）、兼二浦製鉄所は主要軍艦の材料供給も
担当した。例えば、アメリカを仮想敵国とし、戦艦・巡洋戦艦それぞれ八隻の建造を内容と
した八・八艦隊のうちの一隻であった「赤城」は 1920 年に着工、1927 年に完工したが、
兼二浦製鉄所が鋼材を供給した（栗原 2009、p.3）。兼二浦製鉄所は 1921 年までに溶鉱炉
二基、平炉三基、条鋼・厚板圧延設備を具備していた。この時点で、日本で他に銑鋼一貫製







年 1 月 26 日）。だが、1919 年 5 月 24 日付「京城日報」によれば、兼二浦製鉄所は自社鉱
山の採掘を一旦停止、中国人、朝鮮人計 5,000 人を解雇したのである（「京城日報」、1919
年 5 月 24 日）。 
一方で、原料供給においては操業当初の計画に反して、中国産鉄鉱石に大きく依存してい
た。兼二浦製鉄所は操業前の 1917 年において中国産鉄鉱石を使用することを計画していた
（「中外商業新報」、1917 年 10 月 17 日）。だが、操業開始後において予想以上に中国産鉄





と自分の造船所に使って居る」と述べた（「京城日報」、1921 年 5 月 23 日）。1922 年の「東
京朝日新聞」も「兼二浦製鉄所は半島第一の大工事であるが原料を支那に仰ぐの要あるは遺











1924 年に中止されたのである（「福岡日日新聞」、1918 年 1 月 29 日・「大阪朝日新聞」北








（「東京朝日新聞」、1922 年 8 月 17 日）。そして、生産が続けられていた銑鉄も内地向け供




年 1 月 26 日）。 
ただし、この苦境において兼二浦製鉄所はその地位を保っていた。1922 年においては官
営・民間含めて日本の五大製鉄所に指折り数えられた。他の 4 ヶ所は、輪西、釜石、鞍山、
本渓湖であった（「大阪朝日新聞」、1922 年 10 月 13 日）。兼二浦は三井が経営する輪西、
最も長い歴史を持つ釜石、満州の二大製鉄所である鞍山、本渓湖と並ぶ存在として認識され
ていたのである。1924 年末の総督府資料によれば掲載された在朝鮮の「主要工場（朝鮮総






鉱山から鉄鉱石の供給を受けることもした（「京城日報」、1919 年 5 月 29 日・「大阪毎日新





年に 1 万 3,000 トン強、1917 年に 3 万 6,821 トンと推移、1918 年には 8 万トンに達して




への新規供給は採算上好ましいものであった（「大阪毎日新聞」、1923 年 1 月 26 日）。 
さらに、1924 年には載寧鉱山の採掘権を八幡製鉄所から譲り受けた（「大阪朝日新聞」、
1925 年 11 月 15 日）。ただし、載寧鉱山は兼二浦製鉄の傘下に入った後も八幡製鉄所への
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記念式典においては、約 1,000 名の職工の中から 3 名が選抜され、表彰を受けたが、うち 1
名は朝鮮人であった。京城日報の記事は、兼二浦製鉄所の朝鮮人職工を体力、能力、業務態




日報」、1927 年 8 月 25 日）。一万株以上の株主は四社であったが、三菱製鉄は 5 万 7,000
株であり、三井物産の 2 万 3,100 株、久原鉱業の 1 万 6,000 株、京城電気の 1 万 5,000 株
を大きく上回り、筆頭株主であった。資金だけでなく、三菱製鉄は平安南道の徳川、孟山両
郡の炭鉱にも現物出資している（三菱社誌刊行会編 1982、第 35 巻、p.11）。なお、三好重
道は鉄道庁の官僚であったが、1907 年に三菱に移った。1916 年には炭鉱部部長、1918 年
には三菱鉱業役員、1920 年から 1927 年まで一年の空白はあったものの三菱製鉄の役員、
取締役会長を経て、その後本社三菱社の役員まで務めたのである（三菱社誌刊行会編 1981、














企図したのであった（「中外商業新報」、1926 年 11 月 15 日・三菱社誌刊行会編 1982、第










1917 NA NA 6 月第一、8 月第二、操業開始。
それぞれ日産 150 トン。 
1918  42,698 NA － 
1919 78,384 83.5 － 
1920 84,118 7.3 － 
1921 83,010 －1.3 － 
1922  83,179 2.0 － 
1923 99,933 20.1 － 
1924 99,975 0.4 － 
1925 99,160 －0.8 － 
1926 115,036 16.0 － 
1927 129,022 21.3 － 
1928 146,159 13.2 － 
1929 153,627 5.1 － 
1930 150,524 －2.0 － 
1931 147,257 －2.1 12 月、第三溶鉱炉稼動開始。 
これに伴い第一溶鉱炉稼動停
止。 






て三井所有の輪西製鉄所ならびに釜石製鉄所がそれぞれ 15 万 6,000 トンに対し 7 万 3,000
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トン、13 万 6,000 トンに対し 4 万 7,000 トン、であった。だが、兼二浦製鉄所は 10 万 2,000
トンに対し 9 万 9,000 トンであった。また、「中外商業新報」は四つ目に浅野造船所をあげ
ており、5 万 1,000 トンの銑鉄生産能力を有していたが、まだ操業を開始していなかった。
兼二浦製鉄所は生産能力こそ最も低かったが、稼働率は最も高く、生産量において三井の保







目を引くこととなった（「大阪朝日新聞」、1928 年 7 月 20 日・三菱社誌刊行会編 1982、第
35 巻、p.177）。 
兼二浦製鉄所の操業状況を再び見ていくならば銑鉄生産量は 1927 年においてインド産
銑鉄の脅威に直面しながら、創業以来最も多い 12 万 9,022 トンを記録した。インド産銑鉄
の脅威は 1931 年まで存続、兼二浦製鉄所は「緊縮方針」の下内地銑鉄需要をにらみながら
操業を続けたが、銑鉄生産量は 1928 年に 14 万 6,159 トン、1929 年に 15 万 3,627 トン、
1930 年に 15 万 0,524 トン、1931 年に 14 万 7,257 トンと推移したのである（日本製鉄株
式会社清算事務所編 1953、p.244）。溶鉱炉稼働率を見ていくならば、二基年間生産能力 10
万 5,000 トンで、1925 年には稼働率が 94.2％に達した。以降、1931 年には第一溶鉱炉に
代わって第三溶鉱炉が稼働開始、二基稼働体制を継続したのである（2）。なお、三菱は朝鮮
において事業を製鉄、炭鉱以外へと拡大する青写真も描いていた。1927 年 8 月 25 日付「京
城日報」に対し三好重道は、「現在及び近い将来の方策として」、「製鉄及び炭鉱のほかに水
電事業に投資する」と述べている（「京城日報」、1927 年 8 月 25 日）。だが、三菱だけでな
く野口遵が率いる日本窒素も 1924 年に朝鮮半島への進出を決定していた。日本窒素は自社
工場用の水力発電所構想を持っていたため、両社は激しい角逐を繰り広げることとなる。                              
朝鮮における電力工業部門の歩みを簡潔に振り返るならば、1899 年のアメリカ人による
ソウルでの韓美電気会社設立にまで遡る。同社は 1910 年の日韓併合により日本企業の京城
電気会社として再出発した（「京城日報」、1917 年 9 月 1 日及び 1926 年 2 月 14 日、「中外
商業新報」、1918 年 5 月 6 日）。これは石炭、原油を原料としたが、水力発電の嚆矢も同じ
くアメリカ人による平安南道雲山金鉱向けの草里発電所であった。日本企業初の水力発電
事業は、金剛山電気が 1922 年に江原道通川郡で開始したものである（「大阪新報」、1921 年
12 月 26 日・「京城日報」、1923 年 1 月 31 日・「大阪朝日新聞」、1926 年 3 月 27 日）。1926
年 2 月 14 日付「京城日報」によれば、内地の電力企業の資本合計は 25 億円であったが、
朝鮮では約 4,000 万円、また発電量も日本の 300 万 kw に対して約 4 万 kw という僅かな
割合であった（「京城日報」、1917 年 9 月 1 日及び 1926 年 2 月 14 日・「中外商業新報」、
1918 年 5 月 6 日）。 
だが、金剛山電気による水力発電事業成功が他社の参入意欲を掻き立てた（「京城日報」、
1926 年 2 月 14 日）。総督府も 1920 年代より朝鮮の河川における水力発電事業の可能性に






聞」、1928 年 7 月 5 日）。 
そして赴戦江、長津江の開発権に関しては三菱と日本窒素の間で激しい競争が生じたが、
前者は日本窒素、後者は三菱に開発権が与えられた（「大阪毎日新聞」、1925 年 5 月 23 日・
1925 年 7 月 1 日・1928 年 1 月 18 日）。日本窒素は赴戦江発電所建設に 1925 年より着手、
第一（1929）、第二（1930）、第三（1930）、第四（1931）と各発電所は相次いで完工、最




10 月 25 日・1936 年 7 月 28 日）。 
 
  第 3 項 昭和製鋼所建設地を巡る論争から見る朝鮮及び満州の位置づけ 





内で 1932 年までの経緯を論じることとする。 
元来、鞍山製鉄所が鋼鉄生産工程を具備すべきかについては、既に 1923 年頃において満
鉄内で議論が行われていた。推進論が多数を占め、直ちに調査が開始された（「満州日日新















また、生産計画を見ていくならば、第一期計画が 1931 年に終了予定であり銑鉄年産 50
万トン、鋼材年産 70 万トンが計画された。続いて 1935 年に終了予定である第二期計画は
60 
 
銑鉄、鋼材共に年産 100 万トンと計画されたのである。なお、1928 年における日本の鉄鋼
生産量を見ていくならば、銑鉄 139 万トン（うち官営八幡製鉄所が 64 万トン、その他民間
合計 64 万トン）ならびに鋼材 154 万トン（官営 80 万トン、民間 74 万トン）であった。鉄
鋼生産量が増加傾向で推移していた当時の趨勢に合わせ、昭和製鋼所は八幡製鉄所に並ぶ
大規模生産拠点として計画されていたのである（「国民新聞」、1929 年 9 月 8 日・昭和製鋼
所銑鐵部 1940、pp.10－11・満鉄会編 2007、pp.67－68、p.103）。 




んでいた（「京城日報」、1930 年 8 月 14 日・15 日）。しかしながら、新義州への製鋼所設置
案に対し鞍山は強く懸念、鞍山実業協会を通じて陳情活動を行うにまで至った。だが、山本
は鞍山側の要望を受け入れず、田中義一内閣、朝鮮総督府ならびに官民の製鉄企業首脳の了

















評価した（「京城日報」、1932 年 1 月 13 日）。 













1923 年頃 満鉄内において、昭和製鋼所建設地を巡る議論開始。 




1931 年 8 月 満州事変勃発。奉天が建設候補地となる。これにより、
鞍山、新義州、関東州、奉天の四候補地が林立。 
1932 年 ・新義州が建設地として再び決定される。 
・同年 3 月、満州国建国。 
1933 年 4 月 ・鞍山が建設地として最終決定される。 
1933 年 5 月 昭和製鋼所発足。 





大し、内地の言論界にも騒がれた」のである（「京城日報」、1932 年 1 月 13 日・「満州日日







































第 5 章 満州事変から日中戦争までの日本製鉄部門 
  
第 1 節 内地製鉄部門の発展 
1930 年、製鉄合同は 1931 年を目処に実現することとされた。1930 年末においてもイン
ド産銑鉄は脅威であり、銑鉄業界は「需要減退のため四苦八苦の状態」にあった（「大阪毎











11 月 21 日・1932 年 10 月 30 日）。また、1930 年代に入り鋼材価格が上昇すると経営が安
定した業界側が合同反対を主張したこともあった（「大阪朝日新聞」、1932 年 11 月 13 日）。
1932 年におい対印為替が変化したこと、ならびに 6 月に関税が引き上げられたこと、さら
に同年に実施された公共事業への大規模投資、いわゆる「時局匡救事業」を見越して需要が
増加したこともあり、製鉄部門は復調し始めていたのである（「神戸新聞」、1933 年 1 月 30
日）。 












日日新聞」、1934 年 8 月 1 日）。 
日本製鉄は初年度 1934 年 10 月から第一次拡張計画に着手、以降、1939 年まで五次に亘
る拡張計画を開始した。1931 年の満州事変以降、産業・軍需物資としての鉄鋼需要は高ま
っており、日本製鉄の成長を後押しすることとなった。「飢饉」と呼ばれた銑鉄不足は 1934




八幡製鉄所では日産 1,000 トン規模の溶鉱炉新設が計画された。同計画は 1937 年内に大部
分遂行された。第二次拡張計画は 1935 年 10 月から開始されたが、八幡・輪西・釜石・兼
二浦の四製鉄所が対象となった。八幡においては日産 1,000 トン溶鉱炉を一基増設するこ













ていくならば、日本製鉄が 161 万トン、対するアウトサイダーが 224 万トンであり、アウ
トサイダーが半分以上を占めていた。1936 年 4 月 15 日付「中外商業新報」によれば、「日
鉄の業界統制力には実質的に著しい制約が加えられている（「中外商業新報」、1936 年 4 月
15 日）」という状況だったのである（「大阪朝日新聞」、1934 年 11 月 27 日・「中外商業新








年 9 月 2 日）。 
ただし、商工省は鉄鋼企業に対する統制策を模索していた。1935 年からそれまでの製鉄
奨励法の改正に関する議論が行われていた。1936 年 10 月 31 日付「大阪毎日新聞」は、当
時商工省鉱山局で行われていた議論は製鉄奨励から製鉄統制へという政策変化の表れであ












1939 年 6 月 27 日、6 月 28 日）。 
1932 年 7 月の関税引き上げによりインド産銑鉄の脅威は解消したが、以降内地は銑鉄不
足に悩まされることになった。特に 1934 年には「銑鉄飢饉」が叫ばれ（「大阪時事新報」、
1934 年 11 月 4 日）、1935 年以降やや沈静化したものの鉄鋼製品に対する需要は高まる一
方であった。銑鉄をいかに自給自足するかについての議論、対策が行われ、かつて脅威であ
ったインド産だけでなくソ連産も輸入対象となった。ソ連では書記長スターリンが新経済
政策（ネップ）を繰上げ終了させ、1928 年から 1937 年まで二次に亘る五ヵ年計画を実施、
国防力強化のため重工業強化が推進されていた。製鉄部門は重工業における中心部門であ
り、ウラル地方のマグニドゴルスク、ウクライナのクズネツクにおいてそれぞれ銑鉄年産 66
万トン、33 万トンの製鉄所設立が計画されていたが、1933 年には 280 万トン、120 万トン
の製鉄所として完成していた。ソ連の銑鉄生産量は 1928 年には世界第六位であったが、
1933 年には 725 万トンを生産し第二位に躍進していた（「中外商業新報」、1932 年 1 月 18











のである（「大阪時事新報」、1934 年 11 月 4 日）。結局のところ銑鉄共同販売は 1934 年 11
月に日本で初のソ連産銑鉄輸入に踏み切り、日本鋼機商工の輸入代金をも肩代わりした。銑
















需要増加により屑鉄輸入量は 1933 年に 100 万トンを突破、1934 年には 120 万トンに至っ
た。屑鉄の大部分はアメリカから輸入していた。日本がアメリカから輸入した屑鉄量は 1925
年から 1932 年に至るまで平均 10 万 6 千トンで推移したが、1933、1934 年の平均値は 97
万 6 千トンと急増した。 
日本と並んでアメリカ産屑鉄を多く輸入するようになったのはイタリアである。同じく
輸入量の変遷を見ていくと、1925 年から 1932 年に至るまで平均 3 万 5 千トン、以降平均
19 万 4 千トンと推移したのである。アメリカの日本、イタリア以外への屑鉄輸出量に関し
て 1925 年から 1932 年の平均値と、1933 年以降とを比較した場合 1.5 倍しか増加していな
い。1933 年から 1935 年上半期までの 2 年半においてアメリカが輸出した屑鉄は 375 万ト
ンであったが、うち日本向けは 65％、イタリア向けは 13％を占めた。アメリカの屑鉄輸出
量は 1925 年から 1932 年まで 222 万 2 千トンであったが、日本、イタリアの旺盛な需要
が、輸出量を急激に引き上げたと言える。ただし、このような海外からの引っ張り要因だけ
ではなく、アメリカ産屑鉄が高価なため国内業者が使用を敬遠したという押し出し要因も
存在した（「東京朝日新聞」、1934 年 9 月 16 日・「中外商業新報」、1935 年 10 月 22 日）。 
 





州日日新聞」、1936 年 9 月 5 日）。朝鮮に既に進出していたセメント大手の小野田セメント
製造株式会社（現：太平洋セメント）も鞍山に進出した。昭和製鋼所から排出される鉱滓（ス
ラグ：炉で原料鉱石から分離され、浮かんでくる滓のこと）を原料としてセメントを生産し
たのである（「満州日日新聞」、1936 年 2 月 23 日）。1910 年に発見されていた弓張嶺鉱山
の昭和製鋼所への鉄鉱石供給もようやく実現した。1933 年において富鉱埋蔵量は 3,000 万
トンと見積もられ、資本金三百万円で弓張嶺鉄鉱公司が設立された。1934 年、昭和製鋼所
は遼陽・弓張嶺間に鉄道を敷設、鉄鉱石供給が開始されたのである（「満州日日新聞」、1937














と大きな期待をかけていたのである。（「東京朝日新聞」、1935 年 12 月 5 日・「満州日日新









日新聞」、1933 年 10 月 22 日・「時事新報」、1936 年 8 月 26 日・「満州日日新聞」、1943 年
1 月 1 日）。この時点において本渓湖は安奉線沿線で「随一の都会」として、人口は日本人
3 千、満洲人 5 万を数えたのである（「満州日報」、1934 年 12 月 17 日）。さらに、本渓湖製
鉄所は、昭和製鋼所に倣い鉱滓を原料としたセメント生産計画も推進、1936 年に生産開始
している（「満州日日新聞」、1936 年 2 月 23 日・「時事新報」、1936 年 8 月 26 日）。 
なお、本渓湖製鉄所の復調は昭和製鋼所との合併計画の白紙化という結果をもたらした。
関東軍は満州国における鉄鋼統制計画の一環として同計画を推進、関東軍特務部顧問であ
った吉田豊彦大将が主導していた。計画は 1933 年に具体化され、昭和製鋼所の評価は 7,500





ある（「国民新聞」、1933 年 12 月 1 日・「時事新報」、1934 年 8 月 3 日）。 
 
 第 3 節 朝鮮製鉄部門の発展 
  第 1 項 兼二浦製鉄所の日本製鉄加入 
この期間においては日本高周波重工業株式会社（以下、日本高周波重工業）城津製鉄所が
1937 年に操業開始しているが、期間通じて操業していたのは兼二浦製鉄所だけであった。























 兼二浦製鉄所の銑鉄生産量は 1932 年に 16 万 1,940 トン、1933 年に 16 万 1,163 トンと
推移した（日本製鉄株式会社清算事務所編 1953、p.244）。1930 年 8 月に着工した第三溶鉱
炉は 1931 年 12 月に稼働、代わりに第一溶鉱炉が操業停止した（朝鮮総督府商工奨励館編
1935、p.36）。社誌も「第三溶鉱炉竣成せるを以て、昭和 6 年 12 月 5 日第一溶鉱炉の吹卸
を為し」と述べている（三菱社誌刊行会編 1981、第 36 巻、p.570）。また、同年においては
ルピー暴落によりインド産銑鉄の内地流入量が増えており、兼二浦製鉄所の内地向け銑鉄
供給にも影響を与えている（「京城日報」、1932 年 5 月 31 日及び 1932 年 6 月 1 日）。第一
溶鉱炉の停止は事実であり、事故が生じたとは考えにくい（三菱社誌刊行会編 1982、第 35
巻、p.11、177、431・同 1981、第 36 巻、p.540、570、697、805、pp.868－869）。とはい
え 1932 年インド産銑鉄の脅威は関税引き上げにより衰えた。兼二浦製鉄所が継続的に成長
する条件は整い、同年には鋼鉄生産工程が稼動を再開した（近藤 1943、p.79）。 
だが、1933 年には三菱は製鉄合同に合意しており、兼二浦製鉄所も 1934 年 2 月に日本
製鉄に加わった。三菱製鉄は製鉄所の資産価格 1,705.7 万円に対し全額払込みの株式




第 36 巻、p.868）。前述の通り、日本製鉄は 1935 年 9 月に開始された第二次拡充計画にお
いて日産 200 トンの第一溶鉱炉を撤去、日産 350 トン溶鉱炉を新設したのである。また、
1934 年 5 月、1935 年 1 月には第二、第三平炉がそれぞれ操業開始、平炉三基体制が確立



















ら脱却したが、1930 年代においては製鉄所から遠くなく 1920 年代に苦境に陥った際に供
給を受けていた平安南道の价川産鉄鉱石の供給をも受ける必要が無くなったことが分かる
（「満州日報」、1933 年 11 月 18 日）。朝鮮産鉄鉱石はこの時期において 1934 年に 57 万ト
ン、1936 年には 63 万トンと採掘量を増加させていた。うちそれぞれの年において 39 万ト
ンが兼二浦製鉄所に、それ以外は内地向けに供給されていた（朝鮮総督府編 1935、昭和 11
年版、pp.217－218・同 1943、昭和 19 年版、p.93）。なお、日本人・朝鮮人の賃金格差を
確認するならば、既に述べたように 1912 年、1928 年において二倍弱の開きがあったが、
1935 年から 1937 年にかけても 2 倍程度の差が存在していた（朝日新聞社調査研究室編
1962、pp.60－61）。兼二浦製鉄所は、1930 年代においても安価な人件費のメリットを享受
していたと考えられる。そして、兼二浦製鉄所の銑鉄生産量推移及び溶鉱炉稼働状況（1932











1932  161,940 9.9 － 
1933 161,163 0.4 改装第二溶鉱炉稼働開始、 
年間生産能力 21 万トン。 
1934 175,502 7.0 2 月、日本製鉄傘下へ。 
1935 147,774 －15.7 － 
1936  155,531 5.2 － 
  出所：日本製鉄株式会社清算事務所編 1953、p.244。朝鮮総督府編 1935、p.214。 
・同編 1938、p.249。近藤 1943、p.78、p.81 より作成。 
 






















































三が 1935 年 6 月、衆議院議員かつ政友会会長であった砂田重政から菊池を紹介され、砂田
は電撃製錬法を見学したのである。砂田は犬養毅内閣で農林政務次官を務めたこともある













長に任命され、発明の実用化研究を担うことになった。そして、1936 年 1 月にソウルの利
原鉄山本社において日本高周波重工業設立総会ならびに第一回取締役会が開催された（日




協力している（「京城日報」、1936 年 1 月 9 日）。日本高周波重工業の創業に当たって多く
の有力者が協力したことがうかがえる。「東京日日新聞」が「高周波、それは昭和十一年の
流行語となろうとしている」と述べたほど（「東京日日新聞」、1936 年 1 月 1 日）国内世論
は驚き、かつ期待を抱いたのである（「大阪毎日新聞」、1935 年 12 月 7 日・「東京日日新聞」、












ボルトと低かったが、1 秒間に約 20 回通電するという手法を取り、抽出に成功したのであ
る。低電圧で可能であるため費用も低廉に抑えることができた（「京城日報」、1936 年 1 月
9 日・日本高周波鋼業株式会社編 1970、pp.26－27）。1938 年 5 月 13 日付「満州日日新聞」
によれば、ドイツ・クルッブ社は高周波電撃精錬法の特許権を取得するため一億円を提示し
ている（「満州日日新聞」、1938 年 5 月 13 日）。 
日本高周波重工業は製鉄所を本土の品川、富山、そして朝鮮半島の城津に設置したが、本
社は有賀の強い意向もありソウルに置いた。城津に製鉄所が設置されたのは利原鉱山の鉄
鉱石を使用するのに地理的に有利だからであった（「京城日報」、1935 年 12 月 22 日）。城
津製鉄所は 1936 年 10 月に着工され、1937 年 7 月操業開始予定であった。だが、日中戦争
勃発により操業は若干遅れて、同年 8 月となった。北品川、富山の他工場は 1937 年中に操
業開始している。城津は内地を含めた日本高周波重工業の生産拠点の中では最も規模が大
きく、主力工場という位置づけであった。第一期工事終了後、1937 年の操業開始時には年
産 12,000 トンの特殊鋼生産を実現した（藤田 1993、pp.271－272、275－276）。日中戦争
が拡大するにつれ、日本高周波重工業の製品に対する需要は高まっていった（日本高周波鋼










城日報」、1936 年 12 月 1 日、1937 年 7 月 3 日）。 
城津製鉄所への原料供給先として非常に大きな役割を担った利原鉱山の概要について確
認する。埋蔵量は 1938 年の報道によれば 2,000 万トンであった（「京城日報」、1938 年 1
月 15 日）。同鉱山では赤鉄鉱のみを産出する（近藤 1943、p.73）。城津製鉄所に鉄鉱石供給
を行う以前は日露戦争後から八幡製鉄所向けに供給していた。第一次大戦終戦後、銑鉄価格
が下落した際には 1921 年に操業停止しており倒産が懸念されたが、同年末再開に漕ぎ着け
た。八幡製鉄所は 1927 年度において朝鮮では載寧、殷栗だけでなく利原も含め、合計約 25
万トンの鉄鉱石供給を受けていたのである（「京城日報」、1928 年 4 月 17 日）。利原鉱山の
主な供給先は八幡製鉄所であったが、他にも兼二浦製鉄所（「京城日報」、1916 年 9 月 25
日）、室蘭製鉄所（「大阪毎日新聞」、1917 年 2 月 3 日）、戸畑製鉄所に鉄鉱石を供給してい













ものの平均 35％以上の富鉱を産し、かつ埋蔵量豊富と再評価されていた。同年には 23 万ト
ン、1936 年には 30 万トンの算出が見込まれた。1936 年において利原に加えて价川、載寧、
下聖（Haseong）、殷粟等の各鉄鉱石鉱山の年産量は約 58 万トンであったが、利原は量の面
においては朝鮮の鉄鉱石鉱山の中で大きな期待をかけられていたのである。鉄鉱石を選鉱
した後の粉鉱貯蔵量も同時点で約 40 万トン、以降毎年 5 万トンの増加が見込まれており、
「頗る有望」と評価された（「京城日報」、1935 年 10 月 15 日）。1938 年 1 月 15 日付の「京
城日報」は利原鉄山について「城津の高周波重工業会社とタイアップして粉鉄の採出に全力




問題研究所 2003、第 12 巻、p.578）。なお、日本高周波重工業は設立された 1936 年に、仁































年 6 月に清平ダム、1945 年 8 月に華川ダムがようやく竣工したのである（「有賀さんの事
績と思い出」編纂会 1953、pp.371－372・藤田 1993、p.70、pp.476－477）。 
 











象が確認できた。1936 年 10 月に着工された日本高周波城津製鉄所の建設がそれである。
日本高周波設立の契機は、高周波電撃精錬法が偶発的に発明されたことであったが、利原鉄














第 6 章 日中戦争から太平洋戦争までの日本製鉄部門 
  








1937 年 9 月 製鉄事業法、施行される。 
1938 年 2 月 商工省に、鉄鋼統制協議会設置される。 
1940 年 9 月 アメリカ、屑鉄対日輸出禁止する。 
1941 年 10 月 鉄鋼統制会結成される。 
1942 年 1 月 銑鉄最高販売価格が決定される。 
1943 年 11 月 軍需省設置される。 
1943 年 12 月 軍需会社法施行される。 
1944 年 1 月 大蔵省、通達「軍需会社に対する資金融通に関する件」
を発布する。 
 
    出所：『銑鉄需給史』・『「日本株式会社」の昭和史：官僚支配の構造』初め各種資料  
    に基づいて作成。 
 
同年 2 月、商工省に鉄鋼統制協議会が設立され、製鉄部門統制における指導的役割を果
たすこととなった。中でも配給面に関しては、日満鉄鋼販売株式会社が 1938 年 7 月に設立
された。役員を構成したのは、日本製鉄、昭和製鋼所、そして満州国において鉄鋼製品販売
を一手に引き受けていた日満商事であった。日満鉄鋼販売は発足に際し全ての製鉄企業が




結果として、1940 年 5 月以降に輸入された銑鉄、屑鉄、鉄鉱石、コークス用炭に関しては
補助金を支給し、値上げを抑制することが決定されたのである（銑鉄需給史編纂委員会・鋼
材倶楽部編 1987、pp.32－33、39－41）。 
だが、第二次世界大戦勃発に加えて翌 1940 年 9 月におけるアメリカの屑鉄対日輸出禁止
措置により、日本は製鉄部門における自給自足体制確立をより一層迫られるようになった。
屑鉄が無ければ鋼鉄の原料として銑鉄を生産するしかなく、さらに銑鉄の原料となる鉄鉱






に着手した。1940 年 12 月に取締役、監査役計 22 名全員が辞職している。同月末に新体制
が発足したが、22 名の重役のうち再任されたのは 9 名であった。また、それまでは社長、
会長の二首脳が並立していたが、会長職は廃止された。重役の刷新並びに意思決定過程の変
更により、同社の一体性、意思決定の円滑性を高め、日本製鉄を戦争遂行という目的に一層
貢献させるということがこの人事の狙いであった（「大阪毎日新聞」、1940 年 12 月 7 日・
「大阪朝日新聞」、1940 年 12 月 27 日）。原料供給の面においても、日中戦争開戦後日本軍
は湖北省に侵攻し大治鉱山も占領、日本製鉄は操業以来、同鉱山から鉄鉱石の供給を受けて
いたが、直接所有することとなった（「報知新聞」、1942 年 6 月 11 日）。一方、日本鋼管も
1940 年に浅野財閥に属する鶴見製鉄造船（前身は浅野造船、1936 年に名称変更）を合併し、
自社の強化を進めたのである（「大阪毎日新聞」、1941 年 3 月 1 日）。 
1941 年 10 月には鉄鋼統制会が結成された。これは、1940 年 12 月における経済新体制












にコントロールしたのである（「中外商業新報」、1941 年 10 月 30 日・「大阪朝日新聞」、
1942 年 11 月 18 日・小林・岡崎・米倉・NHK 取材班 1995、p.111）。 
なお、日満鉄鋼販売会社が担っていた鉄鋼製品の価格調整という役割は、政府が設立した
鉄鋼原料統制株式会社が継承することとなった。日満鉄鋼販売会社は 1942 年 2 月に解散し
たのである。鉄鋼原料統制の役割は鉄鋼統制会の「忠実な実行機関」として原料配給の実務
を遂行することであった（銑鉄需給史編纂委員会・鋼材倶楽部編 1987、p.45）。銑鉄価格に
関しては 1942 年 1 月に銑鉄最高販売価格が決定されるに至った。それまで銑鉄価格は協定
価格、または指示価格であったが、遂に公定価格となったのである（銑鉄需給史編纂委員会・
鋼材倶楽部編 1987、pp.43－46）。 








るため利潤追求より戦争支援を優先したのである（「中外商業新報」、1942 年 5 月 15 日）。 
だが、戦局がさらに激化するにつれて政府は産業に対しより強力な統制が必要であると
認識するに至った。統制会を通じた間接的な管理では限界があり、企業を利潤追求ではなく






























































なるもの」として評価されていた（「日本工業新聞」、1942 年 9 月 17 日）。1941 年、満州
国の非鉄金属を含む金属企業は製鉄統制会に加入、昭和製鋼所、本渓湖製鉄所も当然ながら
含まれた（「大阪朝日新聞」、1941 年 4 月 13 日）。また、満州の製鉄部門は原料を自給自足
できない内地の製鉄部門を支援することとなった（「満州日日新聞」、1943 年 1 月 1 日）。
満州国産銑鉄は内地産銑鉄より高価であったため、1941 年に内地向け満州国産銑鉄には補
助金が交付されることとなった（「中外商業新報」、1941 年 5 月 16 日）。さらに満州国では
太平洋戦争以前から採掘工業活性化が推進されており、石炭は密山、鶴岡等が注目されてい
た。密山には満洲炭鉱と日本製鉄が共同出資した（「大阪朝日新聞」、1940 年 7 月 3 日）。 
 昭和製鋼所は 1940 年において石炭不足により不調であったが、1941 年 3 月から中国北
部の石炭が供給されるようになった。さらに同年 5、6 月には新規溶鉱炉が相次いで操業開
始した。1941 年度において目標量を上回る銑鉄を内地に供給することに成功した（「満州日




手段の緊張といった問題も発生していた（「中外商業新報」、1941 年 5 月 16 日及び 10 月 5
日・「満州日日新聞」、1943 年 1 月 1 日）。 
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 1941 年 11 月に低燐銑鉄生産用の溶鉱炉が新たに一基（「大阪毎日新聞」、1941 年 6 月 22
日）、翌年にはさらに一基操業開始した。同製鉄所で生産される低燐銑鉄は当時世界で高品
質とされたスウェーデン産低燐銑をも凌ぐとされ、艦船用素材として重宝された（「東京朝




1 月 1 日）。太平洋戦争開戦後、昭和製鋼所は満州国・内地双方への供給を行っていたが、
本渓湖製鉄所は低燐銑鉄の内地供給のみを行うようになったのである（「満州日日新聞」、
1943 年 1 月 1 日）。そして、1944 年 4 月には昭和製鋼所は本渓湖製鉄所、東辺道開発と合
併して、満州国特殊法人の満州製鉄株式会社となった。同年 7 月には米軍が鞍山を空爆、昭
和製鋼所も被害を被った（満鉄会編 2007、p.68）。 
第 3 節 戦時統制強化と朝鮮製鉄部門 









ととされた（朝鮮総督府編 1992、1941 年版、pp.272－273）。 












田 2000、p.3）。加えて 1940 年には低燐銑鉄炉が増設され、稼動開始した。従来の 3 トン






ならば 1944 年 8 月 31 日には日産 930 トンを記録し、ピークとなった。だが、翌 1945 年
2 月 18 日の記録によれば同生産量は 514 トンへと半減していた。溶鉱炉三基合計の銑鉄日
産量は 1,000 トンであり、兼二浦製鉄所は 1944 年において日産ではあるが 90％を超える
溶鉱炉稼働率を記録していた。年間生産能力では 35 万トンであり（日本製鉄株式会社史編

















1943 486,281 NA 294,706  191,575  
1944 468,997 －3.6 263,776  205,211  
1945 180,601 －61.5 109,837 70,764 





1938 年 6 月 7 日付「満州日日新聞」によれば、兼二浦製鉄所への鉄鉱石供給先に関しては
「兼二浦一帯の鉄山」と述べられているだけであった（「満州日日新聞」、1938 年 6 月 7 日）。
戦時中において再び价川鉱山から鉄鉱石供給を受けるようになったことがうかがえるので
ある。 















高まったのである。1942 年 7 月時点において、内地でコークス用炭として使用できる強粘
結炭を産出しているのは長崎県に位置する鹿町、矢岳、江里の諸炭鉱等に限られていた（「日














【図表 13：植民地時代における兼二浦製鉄所向け原料供給関係の変遷】   
 操業開始時 一次大戦後 満州事変後 日中戦争後 
石炭 ・朝鮮産、内地
産、中国産、中国




































第 2 項 清津製鉄所・清津精錬所・平壌製鋼所の操業開始 
 清津製鉄所の建設過程について見ていくならば、まず清津は日露戦争時に日本軍の上陸
地となってから発展、1907 年には人口 1,400 人余りが居住していた。翌 1908 年には国際
通商貿易港となり、より北部にある会寧、そして中国東北部間島からの物質中継拠点へと成
長した。1916 年には清津から会寧間の鉄道が開通、港湾取扱量は増加した。朝鮮総督府は
1925 年から 1936 年にかけて防波堤、埠頭といった港湾の社会間接資本整備を推進した。






えたのは 1937 年 10 月のことである。予定銑鉄生産量は年間 140 万トンであった。建設予











年 4 月に清津製鉄所建設準備委員長に抜擢され、その後 1940 年 5 月にはそのまま製鉄所初













溶鉱炉建設は 1941 年 5 月に中断された。第一溶鉱炉がようやく稼働したのは 1942 年 5 月
のことであり、年間銑鉄生産能力は 17.5 万トンであった（日本製鉄株式会社史編集委員会
編 1959、p.105、155、487・三鬼隆回想録編纂委員会編 1952、p.70）。1942 年 8 月からは
鋳物用銑鉄の内地向け供給が開始された。鋳物は型に流し込んで、冷却、成型される金属製
品である。同種銑鉄の品質低下が問題とされていた中にあって、鋳物業界から「大いに歓迎」
されたのである（「大阪朝日新聞」、1942 年 8 月 13 日）。 
その後、第二溶鉱炉は「火の玉運動」という突貫工事により 1942 年 12 月に操業開始し
た（日本製鉄株式会社史編集委員会編 1959、p.155）。第一溶鉱炉操業式の際、海軍大将豊
田貞次郎が所長三鬼に年内の第二溶鉱炉操業を打診、対して三鬼は突貫工事で応えたので




ら移設することが 1945 年 3 月に決定されたのだが、終戦までに実現できなかったのであ
る。1942 年に検討されていた大規模拡張計画も実現されることは無かった（「日本工業新













とを計画していた（「京城日報」、1936 年 12 月 9 日）。だが、南洋産鉄鉱石は 1941 年 7 月
の対日資産凍結措置により日本への輸入が途絶してしまった。結局のところ、1942 年の操






















会社編 1976、pp.337－339）。1939 年 12 月 3 日付「大阪朝日新聞」によれば、総督府にお
いて総督に次ぐ地位にある政務総監の大野緑一郎は当時の朝鮮における採掘工業部門の状
況についてインタヴューにおいて茂山鉱山について言及している（「大阪朝日新聞」、1939
年 12 月 3 日）。朝鮮だけでなく日本製鉄部門界にとって茂山鉱山は「大きな比重を持つ存
在」であった（東洋経済新報社編 1943、p.83）。十億トンという推定埋蔵量は清津製鉄所が
稼働を開始した 1942 年においても変わらなかった（「日本工業新聞」、1942 年 9 月 17 日）。
その後の北朝鮮においても、同国最大の鉄鉱石鉱山であり、2003 年発行の韓国・北朝鮮共
編の資料によれば鉄鉱石埋蔵量は数十億トンと述べられている（科学百科事典出版社・平和













になったのである。港湾整備として清津港の改修が行われた。（「京城日報」、1928 年 5 月
24 日・「東京朝日新聞」、1936 年 6 月 20 日・1936 年 8 月 2 日）。 
しかしながら、三菱鉱業は茂山鉱山の売却を 1939 年 4 月時点においても「忌避している
ので、日鉄資源会社への吸収は早急には困難」という事態が生じていた（「大阪朝日新聞」 、




なったのである。三社は 1939 年 12 月に茂山鉄鉱開発株式会社を設立、ただし出資額 5,000
万円のうち、三菱鉱業が 2,500 万円で 50％、残りを日本製鉄、日鉄鉱業とでそれぞれ折半
した。日鉄鉱業は日本製鉄の鉱山部門が 1939 年に独立して設立されたものであり、茂山鉄
鉱開発設立時において当然日本製鉄の影響が強かったと考えられるが、茂山鉄鉱開発の本




このように 1939 年には経営主体が定まり、翌 1940 年には 2 月に 1938 年 1 月から着工
していた第一期工事が竣工した。次いで第二期工事も 1941 年末に竣工、ここに精鉱年産
200 万トン体制が確立された。1940 年度において精鉱生産量は 232,334 トンであったが、













だが、1942 年以降は戦争の影響もあり精鉱生産量は終戦まで 100 トン水準で推移した。


































朝日新聞」、1940 年 8 月 15 日）。 
建設、操業の経緯を見ていくならば三菱は 1937 年時点において 1939 年夏までに回転炉
四基を稼動させ、年産 15 万トン体制を打ち立てるという計画を立てていた。計画通り精錬
所は 1938 年に建設着工、クルップ社から派遣された技術者の支援を受け、同年 5 月に一基
目の回転炉が、続いて以降 7 月、10 月、11 月と一基ずつ操業開始した。夏までに四基操業
開始という予定は遅延したものの「快速的建設を展開」と評された（「大阪朝日新聞」、1940
年 8 月 15 日）。ただし、回転炉が排出した溶解物で炉が閉塞、操業停止するという故障も
生じていた。また、回転炉の鉄板が温度上昇に耐え切れず操業を停止することもあった。 
その後、回転炉温度の上限が判明、対策が立てられ安定操業がようやく実現した。生産量
は当初年産 3 万トン程度であったが毎年増加し、1942 年には 5 万 6,120 トン生産した。だ
が、これが年間生産量のピークとなった。粒鉄は特殊鋼原料としても優良であり、多くの特
殊鋼企業が清津精錬所に発注していた。以降 1945 年の終戦まで年産 5 万トン前後の水準を














煩雑な工程を経る必要があったため量産が困難であった。1940 年 8 月 15 日付「大阪朝日
新聞」は「本格的にスクラップ（スラグ、屑鉄のこと：筆者注）を駆逐するようにルッペを
全面的に押し出すためには、工場規模の拡大、生産量増加を絶対不可欠に前提条件として克





藤田 1993、p.469・「大阪朝日新聞」、1940 年 8 月 15 日・東洋経済新報社編 1943、p.83）。 
第三に平壌製鋼所の状況を論じる。設立の契機は、三菱重工長崎製鋼所の拡張計画である。






製鋼所は 1940 年末企画院に認可申請、1941 年初めに認可が下りた。銑鋼一貫製鉄所とし
て建設中であったが、1942 年に三菱重工と三菱鋼材が合併、三菱製鋼平壌製鋼所として、









でなく朝鮮の仁川製作所も含まれていた。長崎製鋼所は 1941 年 5 月より、同製作所の前身
である弘中商工の富平工場の買収に着手していた。富平工場は 1942 年 11 月より仁川製作
所として再出発したが、金属部門向け機械ならびに特殊鋼鋼板の加工を手掛けており、平壌
製鋼所から鋼板を供給される予定だったのである。 
平壌製鋼所は当然ながら軍の注目を浴びるようになった。陸軍は 1941 年 9 月長崎製鋼所
の特殊鋼鋼板の品質が良好であると賞賛していた。そして 1942 年 6 月にも長崎製鋼所に特
殊鋼鋼板を発注したが、この時に平壌製鋼所にも特殊鋼鋼板を中型戦車換算月産 100 両、
特殊鋼棒を年産 8,000 トン生産するよう発注したのである。さらに、同年 8 月にも陸軍は
三菱重工全体に対し 1943 年 3 月までに 20 ミリメートル薄板を 150 トン生産可能な設備を





ただし、平壌製鋼所の建設資材入手は 1941 年半ば頃から困難になっていた。1943 年 7
月に予定されていた操業開始は 11 月にまでずれ込んだのである。さらに、製造手法も二度























かった。圧延鋼材 1.8 万トン、特殊鋼 1 万トン、合金鉄 1,000 トン等を年産予定であった
が、全く実現しなかったのである（東洋経済新報社編 1943、p.96・三菱製鋼社史編纂委員



























  第 3 項 城津製鉄所操業状況の変遷 
日中戦争以降も、城津製鉄所の電気炉は順調に操業を続けていた。1938 年 1 月には陸軍
仁川兵器廠より早くも特殊鋼の増産要請を受けている。藤田によれば、城津製鋼所建設は、
産米増殖計画実施、興南の硫安工場建設と並んで「総督府史上、世論を沸騰させた（藤田




支援していた有賀光豊が主導し、朝鮮殖産銀行がまたもや融資を行った。有賀は 1937 年 10
月に銀行頭取を辞任していたが融資において影響力を発揮、さらに 1938 年 7 月には日本高
周波重工業の社長に就任したのである。 
日本高周波重工業は 1938 年 4 月から第二期建設計画を開始した。城津は富山と共に特殊
鋼増産が課題とされた。北品川においては加工工場を建設することとされた。量だけではな
く質においても課題は容易に達成されず、社内外の批判を受け試行錯誤が繰り返されたが、
1941 年 6 月には達成された。同計画において日本高周波重工業は当初朝鮮殖産銀行からの
借入だけではなく、株式発行による資本金調達も企図した。1940 年 2 月の臨時株主総会に
おいて資本金を 5,000 万円と一挙五倍に増資することとしたのである。株式は年内に朝鮮、
内地の投資家達により全額購入された。投資家達は第二期建設計画が有望、かつ朝鮮殖産銀



















内需要の大部分を海外に依存していた。例えば、1936 年の国内生産台数は 9,000 台、一方
輸入台数は 32,000 台であった。同年には自動車製造事業法が施行され、外国車に制限を加
えてでも、国産車を保護するという政策が取られるようになっていた（「大阪朝日新聞」、
1938 年 4 月 20 日・「読売新聞」、1938 年 4 月 21 日・「満州日日新聞」、1938 年 5 月 12 日、



















津製鉄所は終戦まで堅調を維持した。1944 年から 1945 年にかけて炭素工具鋼を中心に生












【図表 14：城津製鉄所における特殊鋼生産量推移（1943～1945 年）】 
  （単位：トン） 
1943 年 1944 年 1945 年 
上期 下期 上期 下期 上期 下期 
7,739 8,568 9,613 11,042 6,293  記録無 











重工業は増産に着手、1944 年度において富山工場の生産量 6,999 トンのうち 6,018 トン、
実に 86％を軸受鋼が占めた。城津製鉄所の同年における軸受鋼生産量は 620 トンであった。
戦後に再建された後も、軸受鋼は富山工場の主力製品でありつづけた（日本高周波鋼業株式














































捧げる」と最大限の賞賛を送っている（「京城日報」、1941 年 8 月 26 日）。野口は赴戦江、
長津江に続き 1937 年には鴨緑江発電所建設事業にも着手、発電所は 1941 年 8 月に操業開
始、朝鮮だけでなく満州国にも送電しており、1944 年 3 月には完全竣工した。当時、世界






















































第 7 章 解放から朝鮮戦争までの北朝鮮製鉄部門 
   
第 1 節 政治・経済体制の確立 
太平洋戦争で敗色濃厚な日本は、ソ連軍侵攻と原爆投下を受け遂にポツダム宣言を受諾、





















中心とする第 88 独立狙撃旅団を 1942 年に設立した。そして太平洋戦争終戦の際、金日成
は 1945 年 9 月 19 日、ソ連によって旅団の一行と共に軍艦プガチョフ号によって元山港に
上陸させられた。（金学俊 1997、p.90、pp.95‐96、p.98、105）。ソ連の後押しを受けた金



















3 月 5 日に施行された。地主・小作関係の解消という社会主義経済の基本的施策が実行に移
された。土地改革令により、98 万 1,390 ヘクタールにおよぶ日本人、親日派、地主の土地
が没収され、全く土地を持たないか、少ししか持たない 72 万 4,522 戸の農民に分け与えら
れた。北朝鮮はこれに合わせて農業現物税制度も実施、収穫量の 25％を徴収するようにな
ったのである（金日成 1970、第 1 巻、p.22・同 1979、第 3 巻、p.149）。 
続いて労働法令、正式には「北朝鮮の労働者、事務員にたいする労働法令」は 1946 年 6
月 24 日に施行された。全 26 条で構成されているが、労働時間、少年・夫人労働、福利厚
生の三つが主要点であったと考えられる。植民地時代における労働時間は 12～14 時間、少
年・婦人労働も広く採用され、そして労働者に対する労働保護や社会保険も全く無いという
「過酷な搾取」からの解放を目指すと述べられた（金日成 1979、第 2 巻、pp.273－279）。















（金日成 1979、第 3 巻、p.70）。 
1946 年に社会主義経済体制確立に関する各種法令が整備されて後、1947 年、48 年には




年計画の概要を見ていくならば、「1947 年度に工業生産を 1946 年よりさらに 92％増大さ
せること」、「工業部門では、労働生産性を 1946 年より 48％向上させること」が目標とさ
れた（金日成 1979、第 3 巻、p.92）。同年の「北朝鮮平壌南道粛川郡党代表者会議で行った




であるとも述べられた（金日成 1970、第 1 巻、p.175）。 
そして、1948 年 2 月 6 日「1947 年度の計画遂行総括と 1948 年度の人民経済発展計画に
ついて―北朝鮮人民会議第 4 回会議で行った報告―」では「工業総生産高計画は 102.5％に
超過完遂」、「工業生産が 70％以上増加」、「工業における労働生産性は 51％も伸びました」
と報告されている（金日成 1979、第 4 巻、pp.74－75）。工場、企業所、鉱山、炭鉱で労働






られている（金日成 1979、第 4 巻、pp.1－2）。ただし、「みずからの技術と力で」、「管理運
営」と述べられていても、少なくとも生産施設復旧に際しては外国、特にソ連の援助無くし
ては不可能であったと考えられる。1948 年 1 月 25 日金日成演説においても「必要な援助
は引き続き受け」と述べられているのである（金日成 1970、第 1 巻、p.187）。 
次に、「1948 年度人民経済発展計画（以下、1948 年計画）」について前掲 1948 年 2 月 6
日演説から見ていくならば、1947 年度比で 1948 年に「国営及び協同団体の工業総生産高
を 41％」、「労働生産性を 30％以上」高めることが目標とされた（金日成 1979、第 4 巻、
p.85）。1948 年計画の実績は第一次二ヵ年経済計画（以下、二ヵ年経済計画）が発表された
1949 年 2 月 1 日最高人民会議第二回会議報告から確認できる。「国営及び協同経営工業生
産計画を 102％に超過完遂」と述べられた（金日成 1980、第 5 巻、p.32）。1948 年 2 月 6
日演説における「工業総生産高」が 1949 年 2 月 1 日演説における「工業生産計画」と同じ
であると仮定するならば、41％に 102％増を掛け合わせ、1947 年度比で 1948 年に国営及
び協同団体の工業総生産高は 41.8％増加したことになる。ただし、二つの数値の算定根拠
が異なり、不調であった可能性も否定できない。 
続いて、1949 年から 1950 年にかけての「二ヵ年人民経済発展計画（以下、二ヵ年計画）」
は北朝鮮初の複数年経済計画であり、工業部門では植民地時代の工場、企業所を完全に復旧
させること、国営工業総生産高を 1948 年の 2 倍に増大させることが目標とされた。工業部
門で計画課題を遂行できなければ、二ヵ年計画全般が完遂されない結果を招くと述べられ、
工業部門の役割が強調された（金日成 1980、第 5 巻、pp.62－63）。実績に関しては 1950




れる（金日成 1970、第 1 巻、p.149）。 







は、韓国軍約 10 万の 2 倍であり、ソ連の T34 戦車等当時の最新兵器を利用することができ









韓国軍の反撃を受けることとなった。9 月 15 日、仁川に国連軍・韓国軍が上陸する。退路

























資料は「不完全な資料によっても」と断りながら 8,700 か所余りの工場建物、総面積 2,800
万平方メートルに達する住宅 60 万戸が破壊され、国営及び協同組合企業所の工業生産額は
1953 年において戦争直前に比べ 40％以上減少した（朝鮮事情研究会編 1956、p.81）。なお、
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ソ連資料によれば戦争による被害は金額基準で 4 億 2,000 万ウォン、1949 年の国民総生産
の約 6 倍であった（Bazhanova1992、p.21）。 
そして戦時中における東側諸国の対北援助を見ていくならば、ソ連は 1950 年から 1953
年にかけて武器、弾薬、軍事装備、トラック、石油製品、化学工業製品、衣料、医薬品、消
耗品、食料品等を送り続けた（Bazhanova1992、p.21）。次に中国は人民志願軍を参戦させ
ただけでなく、1950 年 8 月にはバーター貿易協定を締結している。北朝鮮から中国へは大
量の戦時物資だけでなく、農薬の原料となる亜ヒ酸、そして昆布等も送られた（今村 2000、
p.30）。さらに、人民志願軍は戦時中に破壊された鉄道線路の復旧を支援した。中朝間にお
いては 1953 年 11 月に経済文化協力条約が締結された。条約締結後の共同声明において中





軍のうち戦死者は 11 万 6,000 人、捕虜行方不明者は 2 万 9,000 人に上ったのである（和田
2012、p.60、69）。 
だが、朝鮮戦争時の軍需援助に関して金日成が不満を持っていたこともうかがえる。1968




































1946 30,000 ― 復旧 ― 
1947 64,590 215.3 ― 復旧（第三） 
1947 年 12 月 
1948 97,617 151.1 ― ― 
1949 165,663 169.7 ― 復旧（第一） 
1950 不明 ― ― ― 
1951 ― ― ― ― 
1952 ― ― ― ― 
1953 ― ― ― ― 
 出所：（3）。 
 
銑鉄生産量は 3 万トン（1946 年）、6 万 4,590 トン（1947 年）、9 万 7,617 トン（1948
年）、16 万 5,663 トン（1949 年）と推移している。溶鉱炉の稼働状況を見ていくならば 1946
年中にまず金策製鉄所の溶鉱炉一基が復旧し、銑鉄生産が開始された。だが、第一・第二い
ずれの溶鉱炉が復旧したかについては言及されていなかった。黄海製鉄所においても 1947
年 12 月には第三溶鉱炉（朝鮮中央通信社編 1949、p.102）、1949 年には第一溶鉱炉が復旧
した（金日成 1980、第 5 巻、p.246）。これら溶鉱炉は植民地時代の生産能力そのままに復
旧された。ゆえに各年の銑鉄生産量と溶鉱炉生産能力から稼働率を考えるならば、43.0％
（1947 年）、32.8％（1948 年）、55.6％（1949 年）となる。なお、1949 年の稼働率を産出
する際の生産量は 16 万 5,663 トンであるが、生産能力は金策の溶鉱炉一基と黄海第三溶鉱
炉の合算値 29 万 5,000 トンとした。 
続いて 1947 年から 1949 年の目標達成状況を検証する。まず 1947 年は 1946 年比で生
産量 100％増が目標とされていた。そして 3 万トンから 6 万 4,590 トンへと 115.3％増大さ
せており、達成している（金日成 1979、第 3 巻、p.93）。翌 1948 年には前述の通り稼働率
は低下したが、同年の目標である銑鉄 9 万トンは（金日成 1979、第 4 巻、p.86）、9 万 7,617
トンと 8.4％超過して達成した。そして、1949 年の銑鉄生産量目標は達成できなかった。同
年の目標は 17 万トンであったが実績は 16 万 5,663 トンに止まり、僅かに及ばなかったの















関しても該当する。『朝鮮中央年鑑』によれば鉄鉱石に関して 1948 年度の生産量目標 40
万トンは超過達成された。同年の正確な生産量は明らかにされていないが、1946 年を 100




るが、鉱山数は 28 ヶ所（1946）、52 ヶ所（1947）、60 ヶ所（1948）であった。1949 年
の復旧鉱山数については言及されていなかったが、開城、瑞興、价川では新規開発が行われ
ていた。解放後の鉱山復旧作業は 1948 年において一段落し、1949 年以降は新規開発に注
力されたと考えられる。なお、植民地時代に最多の鉄鉱石埋蔵量を誇った茂山鉱山に関し金
日成は 1948 年 8 月 14 日時点で「茂山鉱山の労働者は、人民経済の発展にとって大きな意
義を持つ茂山鉱山を復旧して、急速に発展する製鉄部門の需要を満たしています」と述べて
いる（金日成 1979、第 4 巻、p.93）。茂山鉱山は朝鮮戦争においても「設備があまり破壊さ
れず、それまでに生産された精鉱もかなり残されていた」のである（金日成 1980、第 9 巻、
p.28）。また、黄海製鉄所に鉄鉱石を供給していた黄海南・北道の鉱山に関しては殷粟鉱山
が 1950 年 2 月において第一次二ヵ年計画の「課題を達成」していた（金日成 1980、第 5
巻、p.475）。 
続いて石炭に関してみると、1946 年には有煙炭 46.4 万トン、無煙炭 78.9 万トン、また
練炭 20.7 万トンが生産されていた。1947 年の目標はそれぞれ 130 万トン、150 万トン、
28 万トンであった。1946 年、金日成は「石炭は工業と運輸の食料」とも述べ、工業・運輸
用に使用できる有煙炭の生産に注力するよう指示した。翌 1947 年には石炭工業に 1 億 340
万ウォン投資予定であるが、うち 50％以上は有煙炭増産に投資するとも述べた（金日成
1979、第 3 巻、p.93）。有煙炭を生産する安州（An ju）炭鉱は 1947 年に復旧された（朝鮮
中央通信社編 1950、p.227）。1947 年の目標達成状況に関し金日成は「国営工業総生産高」
という言葉を使い目標を「102.5％超過完遂（金日成 1979、第 4 巻、p.74）」と評価、1948
年目標として有煙炭 175 万トン、無煙炭 210 万トン、また練炭 30 万トンと提示した（金日
成 1979、第 4 巻、p.74、86）。1949 年度に関しては生産量目標が有煙炭 185 万トン、無煙
炭 209 万 8 千トンであったが、超過達成されたと述べている。特に安州、阿吾地の両有煙
炭炭鉱では新規炭鉱機械が導入され、機械化が推進されていた（朝鮮中央通信社編 1952、
p.353）。情報公開が断片的ではあるが、注目されるのは 1947 年に提示された 1948 年目標
と、1950 年に発表された 1949 年の実績である。それぞれ「有煙炭 175 万トン、無煙炭 210
万トン」、「有煙炭 185 万トン、無煙炭 209 万 8 千トン」となっている。有煙炭は 10 万トン
しか増加しておらず、また無煙炭は僅かに減少している。1947 年に見込まれた 1948 年の
























加えて、北朝鮮はソ連からもコークス用炭を 1948 年に約 30 万トン、1949 年には約 60
万トン輸入していた（金日成 1980、第 5 巻、p.249）。ソ連政府の貿易統計を紹介した
Bazhanova の著作では解放から朝鮮戦争にかけての時期まで 1946 年、1950 年、1953 年
の三年度に関する各項目の情報が公開されているが、いずれにおいても「石炭、コークス用
炭」の対北輸出は確認できない。ソ連が統計を意図的に公開しなかったとも考えられる。だ
が、1946 年は解放直後で北朝鮮の製鉄関連施設が本格稼働しておらず、また 1950 年から








力工業部門の 1945 年における発電量は約 53 億 kwh であり、一人当たり発電量に関しては
内地を上回っていた。この有力な基盤を北朝鮮は継承、1946 年において「発電所、変電所、
送電線は機能」し、「十分に秩序立って」行われていた。1946 年から 1949 年にかけて発電




として水豊発電所があげられている（金日成 1979、第 4 巻、p.24）。同発電所の復旧におい
ては日本人技術者も貢献していた。解放直後に日本人技術者 36 名が残留、以降 1947 年 11
月までに全員が帰国していったが、1946 年 10 月下旬には金日成も参加した朝鮮人有力者
の歓迎会に、電気、機械を担当していた元課長二名が招待されたのである。金日成は彼らに
対し民族差別せず、不自由させないと述べている（森田 1980、p.796、801）。翌年秋におい
て日本人技術者の月給は 6,000 円であり、朝鮮人技術者の月給 3,000 円の約 2 倍であった。
だが、この有力な電力工業部門も朝鮮戦争の破壊により甚大な被害を受けた。発電量は 1949
年の 59 億 kwh から 1952 年には約 884 万 kwh へと急落していたのである（木村 2011、
pp.297－298・原典は旧ソ連公文書）。 
 
 第 3 節 各製鉄関連施設の検証 
 兼二浦製鉄所は 9 月 5 日に人民政治委員会により接収され「黄海製鉄所（森田 1980、
p.478）」と改名された。同月 15日以降日本人は全員製鉄所に立ち入ることを禁じられたが、
25 日から雑役のため再度出入りするようになっている。そして、10 月 15 日からは課長以
下の約 25 名が一年間という有期契約で製鉄所に出勤するようになった。ソ連軍が本格的に
製鉄所の調査に取り掛かったのは 11 月に入ってからであり、モスクワから技術将校が数名
派遣され 12 月まで調査は行われた（森田 1980、pp.478－479、p.758）。 
黄海製鉄所第一号平炉は 1947 年 6 月 1 日に復旧している。金日成は「新しい民主国家の
建設でわが労働者が勝ち取った最初の勝利であり、わが国金属工業の最初の出発」、「重工業
を発展させることが可能であるばかりでなく、軽工業を発展させて生活必需品を大量に生




1947 年に金日成は 7 月、12 月の二回に亘って黄海製鉄所を訪れている。7 月に訪問した際
には「自力で溶鉱炉を復旧するよう励ます一方、製鉄所復旧の具体的な対策を講じた」ので
あった（朝鮮労働党中央委員会党歴史研究所 1983、p.216）。そして、黄海製鉄所第三溶鉱
炉の出銑式が行われたのは 12 月 3 日のことであった（白 1969、p.155）。 
金日成は引き続き第一、第二の両溶鉱炉を復旧するよう強調した（金日成 1979、第 3 巻、




るのである。黄海製鉄所は 1949 年に第一溶鉱炉が復旧した（金日成 1980、第 5 巻、p.246）。 
ただし、1949 年は 3 月以降労働者の離職が目立ち、産業施設に労働者が定着しなかった。








溶鉱炉復旧における日本人技術者の役割についても述べる。1947 年 12 月に黄海製鉄所
第三溶鉱炉が稼働した際には日本人技術者の中島小市が貢献している（森田 1980、p.805）。
加えて、金日成は植民地時代から勤務していた朝鮮人労働者の立場にも言及している。例え




ているのである（金日成 1980、第 3 巻、p.351）。解放後から朝鮮戦争までの期間北朝鮮は
ソ連の監督下にありながらも日本人を活用し溶鉱炉を稼働させていたと言える。 
そして、朝鮮戦争時における黄海製鉄所の被害については李箕永がより詳細に述べてい
る。空襲により生じた穴は 9,000 箇所、溶鉱炉は 85％が破壊された。被害が誇張されたと
も考えられるが、李に掲載された写真からは製鉄所の建物が破損したり、折れ曲がったりし
ている跡が確かに見受けられるのである（李箕永 1959、pp.28－29 頁の間の写真、うち 3
枚目）。 







働新聞」、2013 年 4 月 15 日）。なお、金日成が解放後の北朝鮮で最初に建設した工場も銃
及び弾薬を製造する兵器工場であった（徐 2013、p.177）。降仙製鋼所は 1948 年 9 月 16 日
に鉄道車両の試作品製造に成功している（朝鮮中央通信社編 1949、p.102）。戦前の生産量




























が順調に復旧していなかった。だが、1947 年において清津製鋼所は同年計画を 10 月末に
遂行した生産施設として、新義州紡績工場、平壌製糸工場、平壌穀物加工工場、元山造船所
と並んで名前があげられている（金日成 1979、第 3 巻、p.507）。操業が正常化した時期は
不明であるが、1946 年半ばから 1947 年にかけて正常化、1947 年においては比較的順調に
操業していたと考えられる。しかし 1948 年においては粉末化した鉄鉱石を茂山鉱山から供
給されていたことが確認できる（金日成 1979、第 4 巻、p.410）。なお、旧ソ連の資料によ
れば、1948 年時点において植民地時代と同様回転炉 6 基が存在、うち 3 基が復旧していた。
「生産能力」は三基で 4.5 万トンとされているが（木村 2011、p.112・原典は旧ソ連公文書）、
実際の生産量について述べた資料は確認できなかった。北朝鮮当局資料が粒鉄生産量を初










請により電気炉の操業に協力、12 月 8 日に電気炉が操業再開した。ソウルに置かれていた
本社は 9 月にアメリカ軍により接収された（日本高周波鋼業 40 年史編集委員会編 1991、
p.11）。1946 年 3 月、留用日本人従業員のうち技術者 51 名、事務員 8 名、技能者 147 名を
含む 210 名は留用させられることが決定した。同年 10 月、ソ連軍の技術将校は日本人従業
員が増産に協力したことを評価、引き揚げのための列車を提供している。そして、残留して
いた 210 名が帰国の途についたのは 1947 年 3 月のことであった（日本高周波鋼業株式会
社編 1970、pp.93－97）。金日成は城津製鋼所に関しては 1948 年の新年辞で「自らの力で
運営するようになった」とも述べており、ここから少なくとも 1945 年末から 1947 年中は
操業していたことが確認できる。その後も、事故や操業停止等について述べた当局資料や海
外資料も見受けられない。1948 年 9 月 16 日には降仙製鋼所と並んで鉄道車両の試作品製
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【図表 16：1946 年から 1947 年にかけての国営産業生産額成長率】 
（単位：％） 
部門 成長率 部門 成長率 
電機工業 153.2 機械工業 509.7 
燃料工業 216.7 化学工業 172.5 
鉱業 239.0 建材工業 341.5 
黒色金属 479.5 軽工業 203.1 




















































かったが、銑鉄生産目標は 1948 年に達成、1949 年には未達であったとはいえ目標に僅か
に届かないという実績であった。北朝鮮は解放後の混乱・破壊という状況を踏まえ目標を低
く設定、銑鉄生産はほぼその計画通りに推移したと考えられる。また降仙製鋼所は、時期不















第 8 章 戦後復旧から第一次五ヵ年計画までの北朝鮮製鉄部門 
  
第 1 節 復旧三ヵ年計画の概要 
戦後人民経済復旧発展三ヵ年計画（以下、復旧三ヵ年計画）は 1953 年 8 月 5 日の党中央
委員会第 6 回総会における金日成演説「すべてを戦後の人民経済復興発展のために」で明
らかにされた。金日成は既に 1952 年、戦後における復興計画作成着手を指示していた（金
日成 1980、第 9 巻、p.102）。1954 年から開始され 1956 年までに経済の各部門を朝鮮戦争
以前の水準に回復させることが目標とされた。なお、金日成は同総会開催時点において復旧
三ヵ年計画の後に「工業化の基礎を築くための五ヵ年計画」を推進するという構想も提示し
ていた（金日成 1980、第 8 巻、p.18）。これが後の第一次経済五ヵ年計画である。そして復
旧三ヵ年計画の実績を見ていくならば、「金属工業、鉱石採掘業、機械製作及び金属加工工
業を始め、重工業の重要部門の生産量」は「戦前の 1949 年度の水準を上回」っていた。中
でも、1955 年度に「機械製作及び金属加工工業は 3.3 倍に、鉱石採掘業は 107％に、金属
工業は 109％に、建材工業は 2.8 倍 となり」戦前の水準を上回っていたのである。ただし
「戦争中あまりにもひどく破壊された関係で短期間に復旧の困難な電力工業、燃料工業お
よび化学工業だけは戦前の 1949 年度の水準にまだ達して」いなかった（金日成 1980、第
10 巻、p.200）。 
  復旧三ヵ年計画においてはソ連だけでなく中国の援助も大きな役割を果たした。金日成
は 1953 年 9 月にソ連を訪問し朝ソ技術援助協定を、11 月には訪中し朝中経済文化合作協
定をそれぞれ結んでいる。さらに他の社会主義国も訪問した。これら国々からの援助は復旧
三ヵ年計画に投入された。具体的に見ていくならば、ソ連からは工場の復旧、ならびに新設
のため 10 億ルーブル（約 2 億 5,000 万ドル）の借款を獲得した。それは 1954 年に 3 分の
2、1955 年に 3 分の 1 と二年間に亘って供与されることになった。ソ連はそれまで供与し






は 1954～55 年に無償で供与された（Bazhanova1992、pp.23－24）。 
続いて中国からは 80 億元（約 3 億 2,000 万ドル）の借款が供与された。1954 年に 3 億
元、残額は 1955 年から 57 年にかけて分割して供与されることになった。例えば 1954 年




よれば、11 億 9,290 万ルーブル（約 2 億 9,800 万ドル）に達したのである（鄭 1983、p.34、
pp.38－39、今村 2000、p.30、徐 2013、p.212）。復興三ヵ年期間中に、360 カ所余りの工




 第 2 節 復旧三ヵ年計画における各製鉄関連施設の検証 
   三ヵ年計画期間中においては黄海製鉄所を除く金策製鉄所、清津製鋼所、降仙製鋼所、
城津製鋼所の四ヶ所が操業を再開していた。1954 年 8 月 23 日、金日成は内閣第 30 回全員
会議において翌 1955 年度の計画に銑鉄輸出が含まれていたことを取り上げ、銑鉄を輸出し
てはならないと指摘している。そのように指摘した理由は、平炉復旧に合わせそれら銑鉄を
国内での鋼鉄生産に用いようとしたからであった（金日成 1980、第 9 巻、p.81）。次に原料




のが実情（金日成 1980、第 8 巻、p.184、298）であると述べている。復旧三ヵ年計画では
当初より石炭増産は不可能として目標が控えめに設定されていた。だが、翌 1954 年 7 月 12
日には内閣において 36 万トンの増産が決定されている（金日成 1980、第 9 巻、p.35）。1956
年の石炭生産量は 1956 年 12 月 1 日時点において 380 万トンと見積もられていた。これは
戦前の生産量を超過していたが、金日成は依然として生産量が不足していると指摘したの
である（金日成 1980、第 10 巻、p.401、436）。 
   金日成は停戦から三日後に黄海製鉄所を訪れたが（白 1969、pp.472－473）、これは停
戦後初めての製鉄関連施設に対する視察であった。金日成は溶鉱炉より平炉、圧延設備を優
先的に復旧するよう指示した。金日成は製鉄所構内に散在している屑鉄を利用して鋼鉄、鋼




ではなく「今から設計図を作成するよう（金日成 1980、第 8 巻、p.455）」指示、1954 年か
ら開始されていたのである（金日成 1980、第 8 巻、pp.450－456）。 
  金日成が黄海製鉄所の次に訪れた製鉄関連施設が降仙製鋼所である。黄海製鉄所を訪れ
てから四日後の 8 月 3 日に足を運んだ（白 1969、pp.472－473）。製鋼所復旧のため労働者
は残らず呼び戻された。また、前線に送られていた軍人も復旧のための敷地整理に動員され
た（金日成 1983、第 24 巻、pp.412－413）。金日成は同製鋼所を他の工場、企業所よりも
先に復旧させ、1954 年度から鋼鉄生産を開始することを目標として提示した（金日成 1980、
第 8 巻、pp.3－6）。そして一号、二号電気炉に続いて、分塊圧延機が復旧したのは 1954 年






ンの生産計画を与えたが、1955 年 10 月 21 日時点において「鋼鉄 2 万トン生産で構わな




第 9 巻、pp.412－413）。 
  続いて東部製鉄部門の状況を見ていくならば、金策製鉄所第一溶鉱炉が 1955 年 5 月 15
日に復旧し、銑鉄生産を開始している（「労働新聞」、1955 年 5 月 16 日）。復旧三ヵ年計画
期間において稼働していた溶鉱炉はこの金策第一溶鉱炉だけであった。生産量は11万1,428
トン（1955 年）、18 万 7,200 トン（1956 年）と推移した。北朝鮮は銑鉄生産において 1956
年に戦前の最多生産量であった 1949 年の 16 万 5,653 トンを超えており、復旧三ヵ年計画
の目標を達成した。金策製鉄所の稼働率を見ていくならば 96.8％（1955 年）、102.5％（1956
年）である。1955 年に関しては 5 月 15 日以降の稼働日数 230 日と日産量 500 トンを掛け
合わせた数値が 11 万 5,000 トンであり、生産能力をほぼ全稼働させていたことがうかがえ
る。また、翌 1956 年は 100％を超過する稼働率であった。稼働可能日数を考慮すれば、1955
年から 1956 年にかけて急激に増加したのではなく、日産 500 トン基準を常時維持した結果
であるということが読み取れる。これら数値から金策第一溶鉱炉が解放後より稼働率を高
め、操業を続けていたことが解かる。同じく清津に位置する清津製鋼所に関し北朝鮮資料で
粒鉄生産が初めて確認できるのは 1955 年である。なぜならば 1954 年 7 月 12 日時点で同
製鋼所は操業しておらず、そのため城津・降仙両製鋼所の操業は正常化していなかったから
である（金日成 1980、第 9 巻、p.27）。1955 年中に何基の炉が復旧していたかは不明であ
るが、後述するように六基全てが復旧したのは 1959 年のことであった。 
 そして、城津製鋼所は 1954 年において既に復旧しており、復興三ヵ年期間内においてト




所もその影響を受けていた（金日成 1980、第 9 巻、p.27）。1960 年において清津製鋼所の
粒鉄が城津製鋼所に供給されていたことが分かる（金日成 1981、第 13 巻、pp.228－229）
ので、1954 年においては清津製鋼所から粒鉄が供給されていないため、城津製鋼所の操業
に支障を来したと考えられるのである。また、ソ連の資料によれば城津製鋼所の復旧計画は

















先して復旧すべきと指示した（金日成 1980、第 8 巻、p.178）。 
そして 1956 年、金日成は「機械工業は工業の王者」というスローガンを掲げる必要があ





のである（金日成 1980、第 10 巻、p.214、216）。 
 
第 3 節 第一次五ヵ年計画の概要 
「人民経済発展第一次五ヵ年計画（以下、第一次五ヵ年計画）」は、朝鮮戦争前の経済水
準回復を目標とした復旧三ヵ年計画に続き 1957 年から開始され、復興後の経済成長を目標
とした。同計画の終了予定は 1961 年であったが、北朝鮮は 1960 年に一年前倒しで計画が







ない」と述べたのである（金日成 1980、第 10 巻、p.213）。学術雑誌である『経済研究』で
も「第一次五ヵ年計画期には戦後三ヵ年計画期より重工業の意義と役割がより大きくなる
だろう」述べられている（祭 1956、p.6）。復旧三ヵ年計画に比べても重工業発展に拍車が
掛けられたと言える。工業総生産高に関して後の 1961 年 9 月 11 日金日成演説によれば
2.6 倍に増大させることが目標とされていた（金日成 1981、第 15 巻、p.174）。 工業の各
部門における 1961 年の到達数値、あるいは 1956 年比での 1961 年の目標数値を見ていく
ならば、まず金属工業部門に関しては、銑鉄は 2.8 倍、粒鉄は 3 倍、鋼鉄は 3～3.5 倍に増
加させること、電力工業部門に関しては発電量を 85 億キロワットに引き上げること、石炭
工業部門に関しては石炭産出量を 1.7 倍以上に増加させること、化学工業部門に関しては化
学肥料を 40 万トン以上に、セメント生産量を 100～150 万トン以上に引き上げることが目
標とされた（金日成 1980、第 10 巻、pp.215－219）。工業に関しては千里馬運動と呼ばれ




そして、第一次五ヵ年計画の成果を 1961 年 9 月 11 日の党第四回大会における金日成報
告から見ていくならば、1957 年から 1960 年までの四年間で「工業総生産高は 3.5 倍に増
大」、また「重要工業製品の現物指標別生産計画も全般的に４年間で完遂または超過完遂」
と述べられた（金日成 1981、第 15 巻、p.174）。工業に関する詳細を見ていくならば 1961
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年 9 月時点での同年度における生産量見込みではあるが、銑鉄および粒鉄 96 万トン、鋼鉄
79 万トン、発電量 97 億キロワット、石炭約 1,200 万トン、化学肥料 70 万トン、セメント
約 240 万トンと述べられた（金日成 1981、第 15 巻、pp.174－176）。これら数値が正しけ
れば第一次五ヵ年計画の目標は達成されたと言える（5）。 
とはいえ第一次五ヵ年計画は 1960 年で繰上げ達成されたはずなので、これら目標の達成
は 1960 年、あるいは 1961 年初めに公表されても良いはずであった。だが、1960 年 12 月
4 日の金日成演説は第一次五ヵ年計画における問題発生をうかがわせるものであった。即ち、
「一 今年度の計画遂行における欠陥について（金日成 1981、第 13 巻、p.440）」の後ろに
「二 1960 年度人民経済発展計画における重要問題について」という章が設けられ、1960








成 1981、第 13 巻、p.456）。「指標別には未完成の部門もあります」という部分は、1961 年
9 月 11 日の党第四回大会演説における「現物指標別生産計画も全般的に」という部分と関
連しているだろう。即ち、1960 年末において指標別には一部未達成の部門もあったという
ことである。 
  そこで製鉄部門の動向を検証することとする。銑鉄は 1956 年比で生産量 2.8 倍増が目標
であった。第三回党大会開催時点において想定されていた 1956 年の銑鉄生産量は戦前の最
多生産量 16 万 5,663 トンを超過すること、即ち約 17 万トンであっただろう。ゆえに、第
一次五ヵ年計画中に 47 万 6,000 トンに到達すれば目標達成となる。1959 年において既に


















したのである（金日成 1981、第 12 巻、p.587）。 




















を党中央委員会に提出した。だが、党中央委員会は 19 万トンでは不足であるとして 23 万
トンに引き上げるよう要求したのである。この要求に対し金属工業省の幹部や技術者達が
「絶対に不可能」であると反対した。日産 500 トンという植民地時代における金策第一溶
鉱炉の生産能力が反対の根拠であった。年間常時稼働させたとしても 18 万トンから 19 万
トンにしかならないと反対したのである（金日成 1981、第 12 巻、p.401）。 
  しかしながら、党中央委員会委員は要求を撤回せず 12 月には委員らが金策製鉄所を訪れ
た。委員らの呼びかけに対し労働者らは 23 万トンを上回る 25 万トンを生産することを決
定した（金日成 1981、第 12 巻、pp.379－380、p.401）。だが、実は金日成は 1954 年時点
においては金策の溶鉱炉一基の銑鉄生産能力が 15 万トン以上であることを了解していた。
1954 年 7 月、「金策製鉄所には年産 15 万トン以上の銑鉄を生産する大型溶鉱炉二基」があ










会の委任を受け 12 月 28 日に自ら降仙製鋼所を訪れたのである（金日成 1981、第 12 巻、






決心した」のである（金日成 1995、第 42 巻、p.246）。金日成の激励に対し、労働者は 9 万
トンの鋼材生産を決意した（金日成 1980、第 10 巻、p.467）。金日成は、第一次五ヵ年計画
においては住宅、橋梁、港湾等の建築、機械製造、鉱山開発において「何よりもまず多くの
鋼材が必要（金日成 1981、第 12 巻、p.111）」、「我々は不足している鋼材を解決しなければ
いけません（金日成 1983、第 25 巻、pp.9－10）」と考えていたのである。 










投資額に対するソ連の援助額を比べてみると、前者が 810 億ウォンに対して 10 億ルーブ




よれば 1956 年から 1957 年にかけて朝ソ間の鋼材輸出入において変動が生じている（6）。
北朝鮮の輸入量は 3 万 2,200 トンから 7,000 トンへと減少、一方輸出量は 1,700 トンから












                            （単位：千トン） 
 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 
輸入 18.4 0.8 32.2 7 0.1 3.9 1.5 
輸出 0.7 － 1.7 11.8 2.0 10.0 25.5 
出所：Bazhanova1992、pp.124－125、134－135 より作成。 
























1957 年 6 月という金属工業相への就任時期からも、姜が操業方式を巡る議論において金日
成の方針に沿った可能性が高い。だが、金日成は 1959 年 5 月には金属工業省管理局の再設













金策製鉄所は 1957 年において銑鉄を 27 万トン生産、1956 年末に引き上げられた目標を
達成している。これらは全量第一溶鉱炉で生産されたものであった。金日成は翌 1958 年に
提示目標 23 万トンに反対した金属工業省の幹部や技術者達は「日本人の定めた通常能力」




べたのである（金日成 1981、第 11 巻、p.477）。この発言は黄海第三溶鉱炉復旧の遅延を念
頭に置いたものであった。関連して 1956 年 12 月党中央委員会総会は 1957 年 5 月 1 日ま
でに黄海第三溶鉱炉を復旧することも決定していた。だが、金属工業省の副大臣が復旧を解
放記念日の 8 月 15 日まで延期するように指示、黄海製鉄所の党幹部と松林市党委員長もこ
の指示に従ったのである。結局のところ、復旧工事自体が 1957 年 6 月と復旧予定の一か月
後に着手された（朝鮮研究所編 1960、p.12）。金日成は金属工業省副大臣を初めとした関係
者を批判、1957 年末に黄海製鉄所を訪れた際に、1958 年のメーデー（5 月 1 日）までに復
旧するよう訴えたのである（金日成 1981、第 11 巻、p.181、477）。厳冬期における地上 60
メートル以上の現場での過酷な労働を経て、黄海第三溶鉱炉は 1958 年 5 月 1 日に復旧した
（金日成 1981、第 12 巻、pp.234－235・「労働新聞」、1958 年 5 月 1 日）。 
そして、1958 年の銑鉄生産量は 32 万 0,100 トンであったが、前年比増加率は 18.5％で
ある。これは 1957 年の前年比増加率に比べれば三分の一程度である。1957 年と比較して
1958 年の低調ぶりがうかがえる。金策第一溶鉱炉ならびに黄海第三溶鉱炉の稼働率も 1957
年と比べて、1958 年には大きく下落していたことがうかがえる。即ち、まず金策第一溶鉱
炉は 1957 年に 27 万トンの銑鉄を生産していた。そして、1958 年 4 月 27 日には黄海第三
溶鉱炉が復旧しており、一日当たり銑鉄生産能力は 800 トンであった。従来の日産 350 ト
ンから二倍以上に拡張されたのである（朝鮮研究所編 1960、p.11）。この日産能力 800 トン
に稼働可能日数を掛け合わせると 19 万 9,200 トンとなる。ゆえに、金策第一・黄海第三の
溶鉱炉二基で 46 万 9,200 トンの銑鉄生産が可能であったということになる。 
しかしながら、実際の銑鉄生産量は 32 万 0,100 トンに止まったのである。両製鉄所のい
ずれかが不調であった可能性もあるが、そこまで特定できる資料は見受けられなかった。極
端な例を想定するならば、金策第一溶鉱炉が前年同様 27 万トンを生産した場合、黄海第三
溶鉱炉の生産量は年間 5 万 0,100 トンとなり、日産換算では 201.2 トンとなる。生産能力
800 トンの四分の一程度である。植民地時代まで遡って、第一次世界大戦後の景気沈滞期の
生産量と変わらない。一方、黄海第三溶鉱炉が生産能力を全稼働させ 19 万 9,200 トン生産
したとするならば、金策第一溶鉱炉の銑鉄生産量は 12 万 0,900 トンとなる。前年 1957 年
の生産量である 27 万トンの半分にも満たないばかりでなく、1955 年の日産量と比べても
大幅な減少となる。これらは共に想定し難いが、両溶鉱炉の平均稼働率 68.2％を基準に考
えたとしても、金策第一溶鉱炉は 18 万 4,140 トンとなり、前年比 32.8％減となる。金策第
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一溶鉱炉は、翌年 1959 年 1 月から 3 月まで「大修理」を行っている（「労働新聞」、1959
年 3 月 24 日）。1957 年の急激な増産の反動として 1958 年に生産量が下落、1959 年から修
理を余儀なくされた可能性もある。 
そして 1959 年の生産量は 58 万 5,600 トン、前年比 82.9％増であった。1958 年の前年
比増加率は無論のこと、1957 年の 44％をも 2 倍近く上回った。だが、1959 年においては
第一次五ヵ年計画の当初目標を上回る目標が設定されており、その目標は達成できなかっ
たのである。即ち、同年 2 月に開催された党中央委員会 1959 年 2 月総会において、年内に
銑鉄を約 80 万トン生産するという目標が提示されていた（金日成 1981、第 13 巻、p.87）。
この背景には 1959 年が五ヵ年計画を二年繰り上げて完遂する年とされたことが影響して




生産能力はそれぞれ年産 35 万トンとされた（「労働新聞」、1959 年 3 月 24 日）。3 月 23 日
に復旧したので、1959 年におけるこれら溶鉱炉の稼働可能日数は 284 日である。前年に復
旧した黄海第三溶鉱炉の生産能力 30 万トンと合わせて、銑鉄 84 万 4,657 トン｛30 万＋
（35 万＋35 万）×284/365｝が生産可能であったということになる。しかしながら、生産量
は 58 万 5,600 トンに止まったのである。 
そして、繰り上げ後の最終年である 1960 年において銑鉄は粒鉄との合計値が公表されて
おり、85 万 3,000 トンであった。北朝鮮が銑鉄を粒鉄と合計して公表したのは初めてのこ
とである。梁は北朝鮮が特定の項目の数値公表を控えるようになった場合、その不振が推測
されると述べている（梁 2000、p.25）。1960 年において銑鉄生産は不振であった可能性が
高い。そもそも 1960 年の銑鉄・粒鉄合計生産量は、1959 年の銑鉄生産目標量を僅かにし
か上回っていない。粒鉄は前年 1959 年において既に 10 万 8,200 トン生産されていた。ゆ
えに、1960 年における銑鉄単独での生産量は多くても 75 万トン程度と推測できる。1959
年に 10 万トン強であった粒鉄生産量が翌年に不振に陥り数万トン規模に落ち、銑鉄のみで





においては第二号溶鉱炉復旧が 1959 年 8 月 15 日に予定されていたが、計画に資材供給が
追い付かず、復旧しなかった（金日成 1981、第 13 巻、p.366）。第二溶鉱炉が復旧したのは
1961 年のことであった（金日成 1982、第 16 巻、p.2）。だが、無理な増産の結果の落ち込
み、即ち生産波動という現象も見逃せない。1958 年において同年に復旧した黄海第三溶鉱
炉において以下のような現象が起きている。金日成が「800 トン水準に引き上げてから 500
トン、400 トンに落ちるようなことがあっては絶対にいけません」と述べ、日産 650 トン水
準をまず維持、その後に順次 800 トンを目指して引き上げるように述べているからである
（金日成 1981、第 13 巻、pp.369－370）。 




というと、具体的な見積もりも無く無理に 900 トン、1,000 トンに引き上げておき、万歳を
叫んだ後にはまた 400～500 トンにガタ落ち」と述べ、「不断に一歩一歩上昇するより、は
るかに劣る」と指摘している。そして、生産波動を無くすべきであるにも関わらず「これま
で製鉄所らではそうしてこなかった」と批判しているのである（金日成 1981 年、第 15 巻、




















1954 ― ― ― ― 
1955 111,428 ― 復旧（第一）    
1955 年 5 月 15 日 
― 
1956 187,200  168.0 ― ― 
1957 270,000  144.2 ― ― 
1958 320,100 118.5 ― 復旧（第三） 
1958 年 4 月 27
日 








を受け 1957 年における分塊圧延機の鋼材生産量は 12 万トンに急増した。翌年 1 月に金日
成はこの降仙と金策製鉄所における増産を例としてあげ「これらの事実は日本人の作った
設備の通常能力が既に古くなったことを示しています」と述べた（金日成 1981、第 12 巻、
p.25）。しかしながら、「1957 年には順調に上昇していた生産が、1958 年下半期から落ち始
めた」のである。1956 年 12 月総会で増産を奨励した後、1957 年に増加したが、1958 年下
半期から生産が下落していたことがうかがえるのである（金日成 1981、第 13 巻、p.118）。 
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第二は、1957 年 3 月 26 日における金日成の「農業機械を生産するためには機械工場と
製鉄所、製鋼所、それに鉱山を操業しなければなりません」という発言である（金日成 1981、
第 11 巻、pp.76－77）。岐陽トラクター工場（当時の名称は岐陽農業機械工場）が農業機械













いてトラクター生産のための拡張工事が開始されたのは 1956 年のことである（姜 2009）。
トラクター国産化構想は復旧三ヵ年計画期間中に策定されたと言える。なお、朝鮮戦争前の
トラクター保有台数は数百台であった（金日成 1981、第 14 巻、p.428）。北朝鮮では解放直
後から農業の機械化に大きな関心が持たれていたが（洪 1959、p.65）。1947 年に初めてト
ラクターが輸入され、林産事業所、農業試験場での使用が開始されたのである（金日成 1980、
第 5 巻、p.380）。1953 年に供給されたトラクターは数百台であった。戦争からの復興のた
めに、戦前の保有台数と同数のトラクターが輸入あるいは援助されたと考えることができ
る（金日成 1980、第 7 巻、pp.479－480）。1955 年には 1,000 台のトラクターが農村に送
られ、同年において保有台数は 1,800 台となっていた（金日成 1980、第 9 巻、p.339）。 













させようと企図したのである（金日成 1980、第 10 巻、p.65）。 
また岐陽トラクター工場の歴史について見ていくならば、前身は植民地時代の朝日軽金属







 そして 1958 年北朝鮮はトラクター国産化を実現した。試作品製造が始まったのは 9 月 2
日であった。ソ連製の「BT28」トラクターを分解、部品ごとに図面も作り直して製造する
というリバース・エンジニアリング方式が採用された。金日成は 1958 年 10 月に岐陽トラ
クター工場を訪れ、激励している（朝鮮労働党中央委員会党歴史研究所 1983、p.346）。11
月 14 日に組み立てを終え、千里馬号と命名された。速度は時速 3.5～25.8 キロメートルで
あった。国産化成功から半月前の 1958 年 10 月 30 日、翌 59 年に 3,500 台のトラクターを
生産することが決定されていた（金日成 1981、第 12 巻、p.565）。なお、第一次五ヵ年計画
期間において北朝鮮で生産されていたトラクターはこの千里馬号だけであった（井上 1981、









らば、1951 年 3 月 27 日に設立された（平和問題研究所・科学百科事典社 2004、第 2 巻、
pp.47－48）。金日成は「機械製作工業を発展させるための課題：熙川機械工場、熙川自動車








しても生産を行っていた。例えば、金日成は 1954 年時点において 1956 年から旋盤、ボー
ル盤などを年間 1000 台生産、船舶、農業機械を製造するよう目標提示しているのである（金
日成 1980、第 9 巻、p.5）。 
ただし、トラクター国産化に関しては反対論が存在した。国産第一号トラクターが生産さ








る（金日成 1981、第 12 巻、p.616）。 
続いてトラクター生産台数目標並びに実績を確認することとする。1958 年における国産
化開始を皮切りに 1959 年の生産台数目標は 3,500 台とされた。目標が提示されたのは国産
化成功から半月前の 1958 年 10 月 30 日であった（金日成 1981、第 12 巻、p.565）。1959
年には国産と輸入とで合計 5,000 台を国内に供給する予定であり、輸入予定台数は 1,500 台
であった（金日成 1981、第 12 巻、p.590）。当時において北朝鮮では最低でも 3 万～3 万
5,000 台のトラクターが必要であった。かつトラクターは 10 年ごとに中古品を新品に取り
換えなければならなかったのである（朝鮮画報社 1984、p.14）。 
しかしながら、1959 年にトラクターが 5,000 台供給されたかは疑問である。1959 年のト
ラクター保有台数を確認するならば 8,050 台となっている。1958 年は 2,671 台であったの
で、5,379 台増加したと読み取れる（朝鮮中央通信社編 1962、p.184）。ただし、この数値
は 15 馬力で換算した数値である。北朝鮮は 1958 年に千里馬号の生産に成功したが、前述
したように数年間は千里馬号だけを生産しており、別機種のトラクターが初めて生産され
たのは 1963 年のことであり、75 馬力の豊年号であった（朝鮮画報社 1984、p.14）。そこで
5,379 台に 15 馬力を掛け合わせると、8 万 685 馬力となる。仮に輸入台数がゼロであり、
国産で 3,500 台生産と仮定すると、千里馬号は一台 28 馬力なので 9 万 8,000 馬力増加して
いなければならない。1959 年のトラクター生産は計画通りに遂行されなかった可能性が高
い。 
続いて 1959 年 12 月 4 日に発表された 1960 年の計画を見ていくならば、国産 3,000 台、
輸入 1,000 台であった（金日成 1981、第 13 巻、p.465）。そして、1960 年の実績を『朝鮮
中央年鑑』から見ていくならば、同年には 1959年に比べて 4,450台増加と報告されている。
まず、1959 年度の増加台数 5,379 台を下回っていることが注目される。さらに、この増加
数値も 15 馬力で換算されている（朝鮮中央通信社編 1962、p.184）。両数値を掛け合わせ
ると 66,750 馬力の増加となるが、これも 28 馬力と国産 3,000 台を掛け合わせた数値、
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84,000 馬力を下回っているのである。1961 年 12 月 1 日の「鋼鉄不足のため、建設もより
多くできなかったし、自動車やトラクターの生産でも少なからず支障を受け」という金日成
発言もトラクター生産計画不振を裏付ける（金日成 1981、第 15 巻、p.379）。この二年間に
おけるトラクター生産状況の実態を図表で示すならば、図表 19 の通りである。 
 
【図表 19：1959～1960 年におけるトラクター生産状況】 
                               （単位：台） 




1959 3,500・1,500 8,050 5,379 2,881 




おり推移しなかったことがうかがえる。例えば、1959 年 12 月 4 日時点において黄海南道
には約 900 台のトラクターが存在した（金日成 1981、第 13 巻、p.465）。金日成は二年間
で黄海南道、平安南道にそれぞれ 2,500 台ずつトラクターを供給すれば、両道の農業機械化
が実現すると述べ、さらにこの計画が「少々余裕を見込んだものであり、1960 年に注力生
産すればかなりの成果が期待できそう（金日成 1981、第 13 巻、同上）」と述べていた。だ
が、金日成は 1962 年において「昨年、黄海南道ではトラクターの稼働率が 73％に過ぎなか
ったが、これは黄海南道で、毎日平均 270 台のトラクターが止まっていたのと同様」と述
べている（金日成 1982、第 16 巻、p.91）。1961 年における黄海南道のトラクター台数は約












































1955 年 5 月 20 日付「人民日報」によれば、中国は 1955 年に復旧した金策製鉄所第一溶鉱
炉（以下、金策第一溶鉱炉）に耐火物とセメントを供給している。だが、中国が技術者の派
遣等技術協力を実施したという記載は確認できない（「人民日報」、1955 年 5 月 20 日）。中
















鋼所の復旧は第 8 章で述べたように復興三ヵ年計画期間中の 1956 年末から 1957 年初めに
完成予定であったが、1957 年時点においても金日成は「城津製鋼所の復旧を一～二年以内




































第 9 章 第一次七ヵ年計画における北朝鮮製鉄部門 
  
第 1 節 第一次七ヵ年計画の概要 
「人民経済発展第一次七ヵ年計画（以下、第一次七ヵ年計画）」は 1961 年 9 月 11 日の党
第四回大会で報告された。金日成は、同計画で工業総生産高を毎年平均 18％ずつ増加させ
1967 年には 1960 年の約 3.2 倍に増大させると述べた。また、生産手段生産は 3.2 倍、消費
財生産は 3.1 倍に引き上げるとも述べていた。重工業各部門の 1967 年に到達すべき目標数
値を、後の 1970 年にも公表されたものに絞って確認すると、電力工業部門に関しては総発
電能力を 330～350 万キロワット、石炭工業部門に関しては石炭生産高を 2,300～2,500 万
トン、金属工業部門に関しては鋼鉄が 220～250 万トン、化学工業部門に関しては、化学肥
料が 150〜170 万トン、セメントは 400～450 万トンを 1967 年に達成するという内容であ
った（金日成 1970、第 2 巻、pp.271－276）。『朝鮮中央年鑑』1961 年版によれば、穀物を
100 万トン増産するための自動車、トラクター、各種連結機、水産業向けの船舶並びに加工・
漁労設備、ビナロン工場向けの建設資材、そして軽工業向けの設備・機械等の供給可否は結
局のところ金属部門の動向に深く依存していた（朝鮮中央通信社 1962、1961 年版、p.237）。 















画に支障が生じたことを認めている（金日成 1983、第 23 巻、p.227）。 
そして、1970 年に開催された第五回党大会における第一次七ヵ年計画の実績報告を見て
いくならば、同報告は 1970 年中に工業総生産額は 1956 年に比べて 11.6 倍に増大、うち生
産手段生産は 13.3 倍、消費財生産は 9.3 倍に増大することになったと述べている。目標発
表当時は 1960 年と 1967 年の比率が用いられたが、実績発表時には 1956 年と 1970 年の
比率があげられたのである。工業総生産額、生産手段生産、消費財生産の基準年度が変わっ
ていることは不自然である。さらに、各項目に関しても同報告は、1970 年中に 165 億キロ






















鉄・粒鉄の合計生産量は 1963 年以降、確認できなくなった。なお、最後の公開となった 1962
年の銑鉄・粒鉄合計生産量は 120 万トンであるが、これは鋼鉄生産の目標達成が危ぶまれ、
銑鉄生産に注力した結果の数値であった。鋼鉄は 1961 年比で 36％増となる 120 万トン生
産が目指されたが、目標には達しなかったのである（金日成 1982、第 17 巻、p.3、29）。
この目標は「飛躍的成長」、「他国よりもたいへん早い速度」により成し遂げられるものと
され、北朝鮮が大胆な増産方針、おそらくはこれまでの不振の挽回を図ったと思われるが、
達成されなかったのである（金仁植 1962、p.11）。その後 1964 年においても、鋼鉄生産量




し、強い打撃を与えた」のが国家計画委員長と金属工業相であった（金日成 1983、第 21 巻、
p.355）。金属工業相については具体的な批判内容が述べられている。鋼鉄を大量に生産して
こそ、国防・経済建設を一層推進することができるにもかかわらず、鋼鉄の生産量をできる
だけ少なくしようとしたと批判されたのである（金日成 1983、第 21 巻、pp.355－356）。
金属工業の中でも鋼鉄等を生産する製鉄部門の状況が特に厳しく批判されたことが読み取
れるのである。 




製鉄部門の奮起を促した（金日成 1983、第 22 巻、p.155）。 
だが、注目されるのは 1968 年に展開された屑鉄回収運動の内容である。同運動は 1968
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製鉄部門の 1959 年と 1968 年の目標数値を比較して見ると 2～3 倍の差しかない。にもか
かわらず、1959 年の 100 倍となる 100 万トン以上の屑鉄回収が呼びかけられたのである。
金日成は「銑鉄事情が非常に厳しくなっています」と述べていた。銑鉄生産量の低迷により、
銑鉄の代わりに鋼鉄の原料となる屑鉄回収に全力があげられたと考えられる（金日成 1983、
第 22 巻、p.216）。 
 さらに、同年 4月 25日、金日成は製鉄部門における第一次七ヵ年計画遂行の遅延を認め、
1967 年の目標達成が一・二年遅れると述べた。製鉄部門と述べられているので、前述のよ
うに銑鉄、鋼鉄だけでなく鋼材の目標達成遅延が見込まれたと言える。金日成は 1968 年の
目標を下方修正した。銑鉄・粒鉄の合計生産量が 220～250 万トンから 229 万トンに、鋼鉄
生産量が 220～250 万トンから 212 万トンへ、そして鋼材生産量は 160～180 万から 155
万 5 千トンへと引き下げられたのである（金日成 1983、第 22 巻、p.199）。1968 年 10 月
21 日には鋼材、工作機械の供給に関しては三カ月分の供給が断念され、一か月分のみ供給
することとされた（金日成 1983、第 23 巻、p.112）。 
そして、1969 年の実績が『朝鮮中央年鑑』1971 年版から明らかとなる。同書において
1969 年の鋼材生産量が「1960 年に比べ 1969 年に鋼材の生産量は 2.2 倍に増加（朝鮮中央
通信社 1971、p.230）」と述べられているからである。1960 年の生産量は 60.4 万トンだっ
たので、換算すると 1969 年の生産量は 132.8 万トンと判明する。1961 年 9 月の党第４回
大会で提示された第一次七ヵ年計画の鋼材生産量目標は「160～180 万トン（金日成 1981、
第 15 巻、p.217）」であった。同計画最終年である 1967 年から 2 年経過しても、1961 年に
提示された目標の下限値にすら到達しなかったことがうかがえるのである。 
 
 第 2 節 第一次七ヵ年計画における各製鉄関連施設の検証 







がうかがえる（金日成 1982、第 16 巻、pp.316－317）。 
 そして 1964 年、黄海製鉄所は基本計画を達成したが増産計画は達成できなかった。金日








日成 1982、第 19 巻、pp.54－55、p.144）。金日成は 1964 年に「降仙製鋼所は平安南道だ
けでなく、全国的にも非常に重要な企業所」と述べていた（金日成 1982、第 18 巻、p.409）。 
同製鋼所の不振は他の連関生産施設にも影響を及ぼしたと言える。なお、1964 年 1 月は金
日成が「珍しい現象」と呼ぶほど降雨量が多かった。水力発電所の操業状況も比較的良好で
あったと考えられる。それにもかかわらず、同月 11 日時点において降仙製鋼所は銑鉄不足
のため操業を正常化できていなかった（金日成 1982、第 19 巻、p.55）。降仙製鋼所は黄海
製鉄所から十分な銑鉄が供給されなかったための好機を逸したのである。 









（金日成 1982、第 16 巻、p.302）。1965 年、金日成は黄海製鉄所がコークス用炭を浪費し
ていると批判した。例えば、溶鉱炉の熱風温度を高めればコークス用炭消費量をはるかに減
らすことができるにも関わらず、何の対策も建てず、依然として多量のコークス用炭を消費
している（金日成 1982、第 19 巻、p.379）、あるいはコークス炉に洗炭装置がないため輸入
コークス用炭が浪費されており、生産されたコークスの質も劣っているとも批判したので
ある（金日成 1982、第 20 巻、p.57）。 
そして金日成は 1968 年に、黄海製鉄所においてコークス用炭を用いて銑鉄を生産、その
銑鉄を降仙製鋼所に供給するというルートの変更を決意したと考えられる。即ち、1968 年
4 月 25 日に保山製鉄所建設を決定したのである（10）。製鉄所という名称であったが、溶鉱
炉から平炉、転炉を経て鋼鉄を生産するのではなく、清津製鋼所と同様に回転炉で鋼鉄を生








ても支障を来していた。例えば、1968 年 10 月 21 日時点において平安南道に位置する价川
郡（現：价川市）では郡幹部が食肉を生産するための飼料粉砕機製造に取り組んだ。だが、
黄海製鉄所からモーター用珪素鋼板を供給されなかったため完成しなかったのである（金












解決されます（金日成 1982、第 19 巻、p.115）」とも述べた。殷粟鉱山を、黄海製鉄所を意
味する「1211 高地」の「隣の高地（金日成 1982、第 19 巻、同上）」と喩えもした。軍事上、
隣接する高地は相互を防御するための重要な拠点となる。金日成が同鉱山をいかに重視し
ていたかがうかがえるのである（金日成 1982、第 19 巻、pp.92－96、p.115）。 
ここで鉄鉱石生産量の推移を見ていくならば、『朝鮮中央年鑑』では 1963 年まで数値が
確認できるが、1961 年から 1962 年にかけて 354 万 3,659 トンから 332 万 8,448 トンへと
減少している（朝鮮中央通信社 1962、pp.236－237・同 1963、pp.206－207・同 1964、
pp.174－175）。朝鮮戦争後において鉄鉱石生産量が前年度比減となったのは初めてのこと
であった。1962 年に鉄鉱石生産量が前年度比減となった原因としてはソ連からの鉱山用機





として批判する社説が労働新聞に掲載された（「労働新聞」、1962 年 11 月 17 日）。さらに、
1964 年において朝ソ関係はより悪化したと考えられる。同年 9 月 7 日付「労働新聞」はソ
連が北朝鮮に平壌紡績工場、興南肥料工場等の設備を高価に売りつけ、その一方で数十トン
の金と大量の非鉄金属を安価に輸入したと批判したからである（「労働新聞」、1964 年 9 月







pp.43－44）、金日成は中でもコークス用炭を重視していた。1965 年 11 月、金日成は北朝
鮮が「毎年数百万トン」のコークスを輸入していると述べた（金日成 1982、第 20巻、p.140）。 

















入におけるソ連の位置づけをまとめるならば、図表 20 の通りである。 
 
【図表 20：1960 年代における北朝鮮の石炭・コークス用炭輸入におけるソ連の位置づけ】 
（単位：％、万トン） 
 1961 1962 1963 1964  1965 
総輸入内ソ連比率 ― ― ― ― ― 
量 ― ― ― ― ― 
 1966 1967 1968 1969 1970 
総輸入内ソ連比率 ― 8.7 83.5 78.0 69.3 
量 ― 2.3 10.1 8.1 6.0 
出所：Bazhanova1992、p.128、ならびにソ連貿易省計画経済局、『ソ連貿易統計年鑑』 
1962 年、1965 年、1966 年～1969 年、1971 年版。 
 














るということを知り驚愕している（金日成 1982、第 16 巻、pp.398－399）。加えて設備整
備に関しては 1962 年 2 月までに行うよう、ただし通常業務である石炭生産にも同時平行で
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取り組むよう指示したのである（金日成 1981、第 15 巻、pp.608－609）。その後 1967 年
7 月 3 日、金日成は安州炭鉱が全て機械化、自動化され、生産性が数倍に高まったと述べた。
発破を使用する必要も無くなり、労働環境も向上したと評価したのである。同年 12 月 18









張に直面したと考えられる。1961 年 12 月 1 日における金日成の「電力事情が緊張してき
た今日になって初めて」という言葉がその証左である（金日成 1981、第 15 巻、p.408）。
同年においては平壌火力発電所が年間 20 万 kw で操業開始していたが、金日成は 9 月 11
日の党第四回大会において「引き続き大規模の水力発電所を建設するとともに、これとなら
んで火力発電所の建設をおし進めること」を「党の方針」として強調、火力発電所建設が「短
期間で少ない資金（金日成 1981、第 15 巻、p.217）」で可能であるとも述べた。 





金日成はさらに 1968 年 9 月 7 日、既存火力発電所の発電量引き上げならびに新規建設を強
調した。同年は、1967 年の秋より引き続き降水量が少なく水豊発電所を含む水力発電所が
電力を満足に生産できないという状態であった（金日成 1983、第 22 巻、p.95、pp.454－
455）。 
1967 年中には火力発電所に加えて、10 万 kw の重油発電所の操業開始が目標として提示
された。加えて新規に 20 万 kw の重油発電所を建設することも課題とされた。重油発電所
の建設が促進されたのは水力、石炭を用いた火力発電に比べて建設負担が少なかったから
である。前者はダム、水路、後者は石炭用ボイラーの建設が必要であった。一方、重油発電





































第 10 章 1970 年代以降における北朝鮮製鉄部門  
  




する。第一次六ヵ年計画は 1970 年 11 月第五回党大会で報告された。技術革命というスロ
ーガンが唱えられ、重労働を減らすこと、農作業の負担を軽減すること、過酷な労働から女






1973 年 2 月からは三大革命小組運動が展開された。党幹部や大学生ら若者が中心になり
思想、技術、文化の三大革命を推進する三大革命小組が結成され産業現場に派遣されるとい
うものである（金日成 1987、第 30 巻、p.107）。徐大粛は 1974 年秋に秘密裏に開催された
党中央委員会第五期第九次全員会議において金正日指導の下、同運動を展開するという決





れたこと、また 1974 年末に 70 日間戦闘が実施されたことにより、第一次六ヵ年計画の目
標で謳われていた農民、女性の労働負荷軽減は等閑視されるようになったと考えられる。 




30 周年記念大会で報告されたのである。そして、本来第一次六ヵ年計画終了年の 1976 年
に開催されるはずであった第 6 回党大会は 1980 年 10 月 10 日に行われた。金日成は同大
会で第一次六ヵ年計画についても触れ「期限前に立派に完遂（金日成 1987、第 35巻、p.290）」
と述べ、工業総生産額の 1 年 4 カ月、穀物生産の 2 年繰上げ達成を称えた。さらに第 6 回
党大会では 1970 年・76 年の比較ではなく、1970 年と 1979 年の実績を比較した数値もあ
げられた。具体的には、この 10 年間で工業生産は毎年 15.9％成長、工業総生産高は 3.8 倍、
うち生産手段生産は 3.9 倍、消費財生産は 3.7 倍にそれぞれ増加、各部門に関しては電力部
門について火力発電能力が 2 倍、化学部門についてセメント生産能力が 2.2 倍に増加と述
べられているのである（金日成 1987、第 35 巻、pp.300－301）。 
ここで第一次六ヵ年計画の成果と関連した三つの行事、1970 年 11 月の第五回党大会、









次は 1978 年から 1984 年までを実施期間とする第二次七ヵ年計画は 1977 年 12 月 17 日
の最高人民会議第 6 期第 1 回会議で公表された。第一次六ヵ年計画と比べれば多くの目標
数値が言及されている。工業部門に関しては 1978 年比で 1984 年に工業生産を 2.2 倍（う
ち生産手段生産 2.2 倍・消費財生産を 2.1 倍）に増加させること、各部門では化学工業部門
に関して化学肥料は 1.6 倍、農薬は 2 倍、化学繊維は 1.8 倍、合成樹脂は 2 倍に増加させる
こととされた。 
1983 年に達成すべき目標が述べられた部門もある。電力部門が電力生産 560 億～600 億
キロワットアワー、採掘工業部門の石炭生産 7,000～8,000 万トン、鉄鉱石生産 1,600 万ト
ン、非鉄金属鉱物生産 100 万トン、また金属工業部門において銑鉄、粒鉄、粗鋼生産がそれ
ぞれ 640～700 万トン、鋼鉄生産 740～800 万トン、圧延鋼材生産が 560～600 万トンと提
示されたのである。そして国防において重要な役割を担う機械工業部門に関して機械加工
製品生産 500 万トン、工作機械生産 5 万台、化学工業部門のセメント生産量 1,200～1300
万トンと述べられたのであった（金日成 1986、第 32 巻、pp.548－552）。 
しかしながら、同計画の遂行過程に対し金日成は早くも 1979 年末に厳しい批判を加えて













振であった可能性が高い。さらに第二次七ヵ年計画の遂行途中の 1980 年においては「80 年
代の十大展望目標」が開始されていた。同年 10 月 10 日の第六回党大会で採択され、第二
次七ヵ年計画における各部門の目標を平均 4～5 割増しで達成することが目標とされた（金







「ほとんど」は 1988 年に達成、その成果を報告するため 1986 年には第七回党大会を開催
するとまで予告していた（金日成 1992、第 38 巻、p.99）。だが、結局のところ第七回党大
会は 1986 年に開催されなかったからである。 
そして、現在まで含めて北朝鮮で公表された最後の経済計画が第三次七ヵ年計画である。
同計画は 1986 年 12 月 30 日の最高人民会議第 8 期第 1 回会議における金日成演説で発表
され、「十代展望目標を達成し、総体的に工業生産は 1.9 倍、農業生産は 1.4 倍以上増加さ













 第 2 節 1970 年代以降の金日成政権期における製鉄部門の検証 
第一次六ヵ年計画期の製鉄部門に関する『朝鮮中央年鑑』の記述を見ていくならば、1971
年から 1976 年までの間、各生産項目に関する実数は確認できない。倍数が見受けられるだ
けである。例えば 1974 年には降仙製鋼所の鋼鉄生産量が前年比で 122％増加と述べられて
いる（朝鮮中央通信社 1975、p.347）。だが、前年の鋼鉄生産量が記されていないため実数
が把握できない。1977 年版『朝鮮中央年鑑』は、1978 年に出版されたが、1976 年の状況
に関して「年間 400万トンの鋼鉄生産能力が造成された」と述べている（朝鮮中央年鑑 1978、
pp.282－283）。金日成の 1977 年新年辞においても「400 万トンの鋼鉄生産能力を整えて、







計画期間と同様、生産量を公開していない。金日成著作集においても、1980 年 8 月 14 日
時点において金日成が鋼鉄は「年間数百万トンしか生産していません」と述べた部分が見受
けられるのみである（金日成 1987、第 35 巻、p.245）。ただし、『朝鮮中央年鑑』が 1989 年




ば、1984 年から 1986 年にかけて鋼鉄生産量が減少したということになる。あるいは、第
二次七ヵ年計画最終年である 1984 年、そして調整期二年目の 1986 年においても第二次七
ヵ年計画の目標を達成できておらず、それぞれ目標の下限値である 700 万トンにも満たな
かったと考えられる。金日成は、1985 年 10 月時点において、鋼材供給が少ないため鉄道輸
送部門において貨車生産が円滑にいかず緊張が生じていると述べた（金日成 1993、第 39
巻、p.177）。また、1986 年 2 月 5 日から 8 日にかけて行われた党中央人民委員会第一回
会議においては農業、水産業、軽工業の三部門に関する「第一主義」を提示したが、金属工
業部門が発展せずにはこれらの部門も発展できず党の貿易方針も貫徹できないと嘆いたの
である（金日成 1993、第 39 巻、p.348）。 
そして、第三次七ヵ年計画に関する『朝鮮中央年鑑』の記述を見ていくならば（11）、1991
年版において 1990 年の鋼鉄生産量について「今日、我が国の鋼鉄生産量は 700 万トンに至
り（朝鮮中央通信社 1991、p.172）」、「前年比 118％」という記述が確認できる（朝鮮中
央通信社 1991、p.173）。ここから 1989 年の鋼鉄生産量が 593.2 万トンであったと換算で
きる。1989 年から 1990 年にかけて急増しているが、1990 年の鋼鉄生産量 700 万トンは
1986 年の 673 万トンを僅かに上回ったに過ぎない。むしろ、1986 年と 1989 年を比べるな
らば、前者が 673 万トン、後者が 593.2 万トンとなり、鋼鉄生産量が減少していることが
明らかになる。1990 年の生産量 700 万トンは 1980 年に提示された 1980 年代に到達すべ






全体の失敗を公式的に認めている。また、鋼鉄生産量に関し 1990 年において 700 万トンで
























れる鋼材は年間 25 万トンということになる（金日成 1984、第 27 巻、pp.299－301、p.304）。 
だが、1975 年 3 月 3 日、金日成は金策製鉄所の熱間圧延鋼材生産工程が「完成すれば」、
良質の鋼板が大量に生産されると述べた。1974 年操業開始という目標が遅延したことがう
かがえる（金日成 1985、第 30 巻、p.135）。そして、第一次六ヵ年計画最終年の 1976 年に
おいて、金策製鉄所の状況は「芳しいものではなかった」。金日成は金策製鉄所を中心とし
た清津市産業の再生を図るため、清津市を咸鏡北道から分離、直轄市として党中央委員会の




次に、第二次七ヵ年計画期間における金策製鉄所の状況を追うならば、1980 年 7 月 28 日
に製鉄所を訪れた金日成は多くの仕事をしたと評価したが、「生産を正常化してこそ」と復
調を促している（金日成 1987、第 35 巻、p.215）。「芳しいものではなかった」と述べられ、
党中央直轄とされた 1976 年に比べ状況が改善したことがうかがえる。そして、翌 1981 年
6 月 8 日にも金日成は製鉄所を訪れたが、第二次七ヵ年計画の最終年 1983 年における金策
製鉄所の生産目標を、銑鉄 400 万トン、鋼鉄 350 万トン、圧延鋼材 260 万トンと提示した
（金日成 1990、第 36 巻、p.152）。さらに、第二次七ヵ年計画における製鉄部門の目標達成
が金策製鉄所、そして城津製鋼所にかかっていると述べた。なお、黄海製鉄所は 1980 年代
以降も引き続き金策製鉄所の後塵を拝していた。前述した 1980 年 7 月 28 日の金日成の金
策製鉄所訪問時において、金日成は 1980 年代末までの鋼鉄生産量目標を提示しているが、





















の目標・実績をまとめるならば図表 21 の通りである。 
 
【図表 21：1970 年代以降の各経済計画における鋼鉄生産量の目標・実績】 
 目標 実績 
第一次六ヵ年計画
（1971～1976） 




740～800 万トン（1984 年） 673 万トン（1986 年） 
80 年代の十大展望目標
（1981～1990） 
1,500 万トン（1990 年） 700 万トン（1990 年） 
第三次七ヵ年計画
（1987～1993） 
1,500 万トン（1993 年） 不明 
 出所：『金日成著作集』・『朝鮮中央年鑑』に基づいて作成。 
 




1980 年のことであった。しかしながら、復調過程にあった北朝鮮製鉄部門も 1980 年代の
十大展望目標という無理な計画が提示されたことで、再び低迷を余儀なくされたと推測さ

































だが、1996 年には全人民に対し訴えかけられたのである（「労働新聞」、1996 年 1 月 1 日）。
1997 年の新年共同社説では「今年の総進軍は苦難の行軍を勝利のうちに締めくくるための
最後の突撃戦」（「労働新聞」、1997 年 1 月 1 日）、そして 1998 年の新年共同社説では「苦
難の行軍は我々にとって実に困難な試練であった」と苦難の行軍が過去の出来事として述




が街をさまよったりといった場面が描かれた。後の 2012 年 2 月 9 日付「朝鮮新報」によれ
ば朝鮮大学校の任正爀（Im Jyong-hyeok）は「朝鮮の小説でこのような悲惨な場面が描か




輝かそう」であった。同年 2 月 24 日には金日成の「社会主義農村綱領」発表 35 周年記念
報告大会が開催され、金正日の「社会主義農村綱領が歪曲されて、農業生産の障害になって
きた現象を一つ一つ正し、農村経済を正しい軌道の上に確実に乗せた」という言葉が掲載さ










善しなければいけない」と述べられた（「労働新聞」、2001 年 1 月 1 日）。1998 年新年共同
社説の「主体的な社会主義経済管理原則を徹底して固守」、「些細な非社会主義的要素も許容
してはならず、徹底して警戒しなければならない」という表現とは差異が見受けられる。
2002 年 7 月 1 日からは、海外では「七・一経済改革」と呼ばれる「経済管理改善措置」が
開始され、同年 9 月には最高人民会議が新義州特別行政区設置政令を発布した。 
2000 年代初期は外交活動も活発化した。金正日は 5 月から 6 月にかけて中国を非公式訪
問、6 月には史上初の南北首脳会談が行われた。10 月には国防委員会の副委員長である朝
鮮人民軍次帥趙明禄（Cho Myeong-rok）が金正日の特使として訪米、大統領クリントンと






であると思われる。同新年共同社説は 2002 年 12 月に金の意図を受け執筆されただろう。




















っそう強く発揮されるように」と強調された（「労働新聞」、2005 年 1 月 1 日）。北朝鮮は













が「優先」されたのである（「労働新聞」、2007 年 1 月 1 日）。 
そして 2008 年新年共同社説の題名は「共和国創建 60 周年を迎える今年を祖国の歴史に
刻まれる歴史的転換の年として輝かそう」であり、「2012 年には必ず強盛大国の大門を開こ
うというのが、我が党の決心であり意志である」という言葉が掲載されたのである（「労働
新聞」、2008 年 1 月 1 日）。そして、2010 年の新年共同社説の題名は「党創建 65 周年を迎
える今年、再び軽工業と農業に拍車をかけて人民生活で決定的転換をなし遂げよう」であっ







2011 年 1 月 1 日）。金正日時代の新年共同社説において具体的な産業部門が言及されたの









年 1 月 1 日）。「強盛国家の大門を開く転換的境界線に立ち入った」ことを「確信をもって
語るようになった」というのは曖昧な表現であろう。2008 年の目標は未達成に終わったと
考えられる。 









できます」という金正恩の言葉が注目される（「労働新聞」、2013 年 3 月 31 日）。2012 年
12 月の「人工衛星」発射、2013 年 2 月の地下核実験を以て核抑止体制に一定の目途が立っ
たところで金正恩体制は、経済より国防を重視してきた政策路線の転換を企図するように
なったと推測できる。また、その併進路線においては、特に農業、軽工業が重視された。ま




月 1 日）。 
しかしながら、金正恩政権が経済政策において成果をあげるには多くの時間がかかるだ
ろう。2013 年 12 月の張成沢（Chang Seong-taek）粛清に関連し、12 月 12 日付の処刑判
決文は大きな示唆を含んでいる。即ち、「（張が）これから人民と軍人の生活がより悪化すれ
ば軍隊も政変に同調するのではないかと考えた」と書かれているのである（「労働新聞」、
2013 年 12 月 13 日）。 
 

























べた（「朝鮮新報」、2006 年 4 月 21 日）。2009 年に初めて主体鉄生産システムが構築され
たのは城津製鋼所であった。同製鋼所を訪れた金正日は「主体鉄の生産は三度目の核実験よ






年のことであった（「朝鮮新報」、2010 年 6 月 4 日）。苦難の行軍という言葉が新年共同社
説に現れていた 1996、1997 年の二年間、その直後である 1998 年に同社は設立されたが、
設立から十年余りでようやく海外向けに商品販売促進活動を行えるほど、生産状況が回復
したとも考えられるのである。 






ても黄海に比しての金策優位の構図は変わらなかった。金正日は 2009 年から 2010 年まで
金策製鉄所を四回視察している（「労働新聞」、2009 年 2 月 21 日・2009 年 12 月 17 日・
2010 年 3 月 4 日・2010 年 12 月 6 日）、一方、黄海製鉄所に対する視察は二回だけである
（「労働新聞」、2009 年 3 月 12 日・2010 年 2 月 20 日）。2010 年の新年共同社説において
も金策製鉄所の名前はあげられているが、黄海製鉄所の名前は言及されていないのである
（「労働新聞」、2010 年 1 月 1 日）。最高指導者が金策製鉄所により注力していたことがう
かがえる。そして、金正恩政権期に入り 2013 年 3 月金正恩は各道に経済開発区を設置する
という構想を提示、2013 年 11 月にはその関連法規として最高人民会議常任委員会により




粛清に関する当局報道からもうかがえる。張を初めて公に弾劾した 2013 年 12 月 8 日の党
中央委員会拡大会議において「国の貴重な資源を安値で売り払う売国行為を働いて主体鉄
と主体肥料、主体ビナロン工業を発展させるべきだという金日成主席と金正日総書記の遺









月 25 日）。2009 年から 2010 年にかけて各製鉄関連施設で稼働開始した主体鉄生産システ
ムは、期待された生産実績をあげることができなかったと考えられる。 
また、金策製鉄所等に鉄鉱石を供給している茂山鉱山の動向も不調であった可能性が高
い。まず同鉱山には 2003 年、中国企業が中国政府主導の下に投資を行った。2009 年 8 月
には延辺朝鮮族自治州の和龍市内と南坪鎮を結ぶ鉄道「和坪鉄路」の敷設工事が開始された。
吉林省が 11.9 億元（約 153 億円）の工事費用を負担した。だが、「朝鮮日報」によれば世界
的な鉄鉱石価格の下落ならびに北朝鮮からの採掘量引き上げ要求を受け同鉱山開発に携わ




電力、鉄道運輸部門に対しては視察を行ったが（「労働新聞」、2015 年 4 月 20 日及び 7 月
20 日）、依然として金属、石炭の両部門には訪れていないのである。代わりに、これら関連
施設を視察しているのが内閣総理である。例えば、現職の朴奉珠は 2013 年 5 月に金策製鉄
所、2014 年 2 月に安州炭鉱に足を運んでいるのである。内閣総理の訪問は「現地了解」と
表現されており、最高指導者である金正恩の「現地指導」とは区別されているようである
（「労働新聞」、2013 年 5 月 29 日及び 2014 年 2 月 19 日）。内閣総理が生産施設の状況を
改善し、その後に最高指導者が足を運ぶというパターンが推測できるのである。 
 






































自社を戦争遂行により一層協力させることが目的であった。さらに、1942 年 5 月より採算
の合わない内地における鉄鉱石採掘を開始したが、これも戦時需要にこたえるためであっ
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